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バージョン管理、使用可能言語、著作権表示 

ASC（水産養殖管理協議会）は、この文書の所有者である。 

登録番号 34389683 

本文書の内容に関するフィードバックまたは質問は、feed@asc-aqua.org を通じてASCに連絡すること。 

 

文書ID ASC-STD-002-JP 

バージョン管理 

文書のバージョン履歴： 

バージョ

ン 

発行日： 発効日 修正/変更 

V1.2 2025年12月

19日 

2026年2月2

日 

o 原則2のデューデリジェンスにおいて「中リスク」と判定された原料

を適格外の量に含めるための例外を導入した（2.2.9および表2）。 

o 中リスクのカテゴリー1植物性原料（大豆、パーム油）は指

標5.1.1、5.1.2、5.1.3を遵守する必要がある 

o 受領した原料に関する原則2のデューデリジェンスのリスク結果をす

べて記録すること（3.1.1）。 

o カテゴリー1植物性原料の最小調達量の導入する（3.2.2および

5.1.10）。 

o 上記指標の更新を支援するための付録および図の更新する（付録5、

図1、2、3）。 

o ASC Feed Issue LogおよびQ&Aに基づき、レイアウト、本文、書式、

図に実質的ではない変更を実施する 

V1.1 2025年5月1

日 

該当なし o ASCのブランディング、導入文、全体レイアウト、ハイパーリンクの

更新 

o 飼料工場に関する関連する技術要件をFeedの認証単位要件から新た

な付録へ移管し、参照指標を新設する 

o 定義の脚注を本文中のASC Vocabulary Portalへのリンクに置き換え

る 

o 報告指標を更新・追加（1.21.5）。 

o 温室効果ガス（GHG）の開示指標を新設し、魚種別データの報告を要

求する（3.4.5）。 

o ASC養殖場基準の報告要件に整合させるため、他の開示指標（3.4）

を更新・追加する 

o 相対質量および経済的配分の両方の方法を用いて温室効果ガス（

GHGs）データを報告する新たな要件（付録2） 

mailto:feed@asc-aqua.org
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o 指標5.1.2のカットオフ日を更新し、新たな付録（9）を追加 

o 免除事項を脚注から指標へ移動 

V1.01 2023年1月14

日 

2023年1月14

日 

o ASCのブランディング、導入文、全体レイアウト、ハイパーリンクの

更新 

o 明確化のため、言語、言い回しおよびフローチャートの更新を実行 

o 定義一覧をASC Vocabulary Portalへのリンクに差し替え 

o 指標1.6.1（リストを改訂） 

o 他の指標および要件に変更なし 

V1.0 2021年6月15

日 

 

2023年1月14

日 

新規の文書 

本文書の使用者は、ASCのウェブサイトに掲載されている最新版を使用する責任を負う。 

修正と改訂 

ASC は、少なくとも5年に1回はASCの意図する成果と影響に対する本基準の継続的な妥当性、及び その目的を 達成

するための本基準の有効性を考慮し、ISEAL 行動規範の要求事項に従い見直すものとする。 

レビューで改訂が必要と判断された場合、ASCは基準を適切に改訂し、発行日、施行日、および次回のレビュー日を

記載した新しいバージョンをASCのウェブサイトに公開する。 

 

レビューの結果、改訂の必要性がないと判断された場合、ASC は基準を再確認し、決定とその根拠を公表し、次回

のレビューの期日を定める。 

使用可能言語 

ASC飼料基準文書は以下の言語で利用可能である： 

バージョン

： 
使用可能言語 

V1.2 英語（公用語） 

スペイン語 

日本語 

ベトナム語 

タイ語 

韓国語 

V1.1 英語（公用語） 

V1.01 英語（公用語） 
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利用可能な翻訳と英語版との間に矛盾および/または不一致がある場合は、オンラインの英語版（PDF形式）が優先

される。 

 

著作権について 

 

この文書はクリエイティブ・コモンズ表示-改変禁止3.0非移植の元でにてライセンスされている。 

本ライセンスの範囲を超える許可は、standards@asc-aqua.orgにリクエストすること。 

https://creativecommons.org/licenses/by-nd/3.0/
mailto:standards@asc-aqua.org
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ASCについて 

水産物の力 

栄養価の高いタンパク供給元であり、世界の食糧安全保障の重要な構成要素である水産物には、33億人が動物性タ

ンパク質の消費量の少なくとも20％に依存しており、4億人から6億人が直接的・間接的に水産物産業に関わってい

る。1 

2050年には人口が100億人に達すると推定され、天然魚の漁業は限界に達しているため、養殖場の水産物は消費され

る水産物の60％近くを占め、その数と重要性は増加の一途をたどっている。1業界の悪影響を抑えるために、早急に

注意、リカバリプロセスを取らなければならない。 

責任ある水産養殖場では、天然資源への圧力を緩和し、貴重な生態系を保護し、経済的機会を促進し、食糧安全保

障の課題に取り組み、水産物と人々と地球を大切にする。循環型経済における重要なリンクであり、複数の副産物

の流れを、必要とされる高品質のタンパク質へとアップサイクルする。 

  

 

1国連水産パネル（COFI36）：食糧不安、栄養不良、貧困の解決策としての水産養殖 

目指す未来 

水産養殖が、環境への悪影響を最小限に抑えつつ、人類の食

糧と社会的利益を供給する上で主要な役割を果たす世界 

ミッション 

水産養殖を環境的持続可能性と社会的責任に向けて変革し、

市場メカニズム、改善インセンティブを利用してチェーン全

体で価値を創造し、養殖場から食卓に至るまでの過程におい

て付加価値サービスを提供する 
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水産養殖の変革 

ASCは、養殖場水産物業界の変革を加速させるために、次のような取り組みを行っている： 

o 変革の推進- 変わるべきものについての認識を高め、人と地球、および魚と養殖場へのポジティブな影響を

加速するために必要な変革の道筋を作るために協力する。 

o 変化を起こす - 責任ある養殖場の水産物のための世界有数の独立認証および改善についての制度を開発し

、実施する。 

サプライチェーン・パートナーは、最も強固な基準と、サプライチェーン全体のトレーサビリティ（追跡可能性）

と透明性を確保する最高の保証のために、ASC認証を選択する。ASCラベル付き水産物を選ぶことで、100カ国以上の

消費者が持続可能な未来に貢献している。 

 

インパクトを与える 

水産物の養殖場におけるASCの制度のインパクトは、複数の持続可能な開発目標（SDGs）2 にて実証されている。 

 

 

 
2ASCのSDGs活動の詳細については、https://www.asc-aqua.org/wp-content/uploads/2022/12/ASC-SDG-Report-2022-1.pdfから閲覧可能で

ある。 

この目標の枠組みを単純化すると、ASCは特に以下の

分野に貢献している： 

o 生物多様性の保全 

o 気候変動への対応 

o 魚の健康と福祉を育む 

o 生活、生計、地域社会の改善 

ASCの制度は、これらの主要なSDGsに焦点を当ててい

ることに加え、ASC基準は、魚の健康と福祉、人々、

そして地球に与える影響に対処するために、さまざま

なレベルでより広範なSDGsにも貢献している。 

 

https://www.asc-aqua.org/wp-content/uploads/2022/12/ASC-SDG-Report-2022-1.pdf
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ASC認証制度 
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ASC認証 

ISEALコミュニティ会員 

ISEALは、野心的で協力的かつ透明性の高い持続可能性システムのための世界的な会員組織であり、最も差し迫って

いる持続可能性の問題に取り組み、市場が善の力となる世界を創造するための集団的努力を推進している。 

ASC認証制度はISEALコードに準拠する。ISEALコードとは、効果的で信頼できるサステナビリティ・システムのベ

スト・プラクティスを定義した、世界的に認められたフレームワークである。 

参考文献 

以下の文書は、ASC 認証制度の規範となるものである： 

o ASC飼料基準 

o ASC養殖場および飼料の認証および認定要件（CAR） 

o ASCに付いての単語 

o ASCのデータ提出の手続き 

o ASCデータ提出要件 

追加文書は、その内容の一部または全部が本基準の要求事項を構成するような形で、本基準の指標および付録にお

いて参照される。 

日付のある文献については、引用された版のみが適用される。日付のない文献については、参照された文書の最新

版（改訂を含む）が適用される。 

補足文書とツール 

以下の文書とツールは、ASC 認証制度の実施を支援するものである： 

o ASC飼料基準解釈マニュアル 

o ASCプログラムセンター 

o 基準1.21の計算を支援するASC温室効果ガス算定ツール 

o 原則2のデューデリジェンスを支援するツール： 

o ASC国別リスクスコアカード（経路1） 

o ASC受入れスキーム一覧（経路4） 

o 各種テンプレート 

o データポータル 

すべての規範参照、補足文書およびツールは、ASC管理文書マスターリストで確認できる。 

 

 

認証制度 

https://www.isealalliance.org/
https://data.asc-aqua.org/asc-controlled-document-master-list/
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ASC認証制度は、自主的な第三者認証制度であり、以下の独立した主体によって構成されている： 

スキームオーナー： ASC（水産養殖管理協議会） 

ASCはスキームオーナーとして、基準、関連する保証文書、およびその基礎となる手順、ならびに認証制度の実施を

サポートする文書やリソースを設定し、維持する。 

全文書の概要と最新版はASC管理文書マスターリストで確認できる。 

審査機関：このスキームの適合性要件を審査して、認証サービスを提供する。 

ユニット認証（UoC）を担当する法人は、審査員を雇用する審査機関と契約し、ASC基準に対する UoC の独立した適

合性評価（以下「審査」という。）にて適合性を有するかが審査される。 

審査機関の管理要件と審査員の能力要件は、CAR文書で説明されており、認定によって保証される。 

インテグリティ・サービス・プロバイダーおよび審査機関 

インテグリティ・サービス・プロバイダーは、制度のインテグリティを監督するためにASCによって任命される。 

現在、インテグリティサービスと認定はAssurance Services International（ASI）によって提供されているが、

ASCは製品認証のために国際認定フォーラム（IAF）の多国間認識協定（MLA）の署名者である審査機関に認定を移行

する過程にある。一方、インテグリティサービスはASIに残る。 

ASIの審査結果や現在認定されている審査機関の概要は、ASIのウェブサイトで閲覧できる。3 

審査のプロセス 

ASC審査は厳格なプロセス要件に従っている。これらの要件はCARに詳述されている。ASCの認定を受けた審査機関の

みが、ASCの基準に照らしてUoCを審査・認証することができる。 

スキーム所有者であるASCは、UoCの審査や認証の決定には関与しない。 

ASCの透明性への取り組みの一環として、すべての調査結果、監査レポート、証明書はASCのWebサイトで公開されて

いる。これには、否定的な認証決定をもたらす審査、所見が含まれる。 

 

認証 

ASC認証はすべて、ASCのウェブサイトで確認することができる。発行された証明書は、審査機関の所有物である。 

各認証書は、認証対象UoCの適用範囲（例：ASC飼料基準）および生産モデルタイプ（分別生産モデルまたはマスバ

ランス）を特定している。 

ASCラベルと主張文 

ASC認証の事業者は、署名済みのASC飼料ライセンス契約により承認された場合にのみ、ASCラベル、主張文および商

標を使用するものとする。 

 
3http://www.asi-assurance.org/s/ 

https://data.asc-aqua.org/asc-controlled-document-master-list/
https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
http://www.asi-assurance.org/s/
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商標の無断表示や使用は禁止されており、商標の侵害として扱われる。詳細については、 ASC のラベル ユーザー 

ガイドを参照するか、 licensing@asc-aqua.orgに連絡ください。  

ASCアシュアランスネット 

上記で説明した独立したアクターとプロセスは、ASCの透明なプロセスと利害関係者の参加によって支えられ、最も

強固で信頼性の高い保証システムを提供するために相互に関連している。審査機関は、ASC基準に対する適合性を確

認するために厳格な審査を行う。ASIは、審査機関が要件に従い、誠実に認証を付与したことを確認するために審査

を行う。審査機関とASIの両方がこれらの活動を予告なしに実施することがあり、すべての評価結果は、認証プロセ

スに追加情報を提供する可能性のある利害関係者に公開されている。 

 

ASCには、認証要件を開発するための専任で豊富な経験を持つ保証チームを有している。ASCは保証パートナーと密

接に協力し、サプライチェーン全体の適合性を監視している。 

ASCは、適合性の追加検証をサポートするために、カスタマイズされたツールを設計することで、さらなる信頼性の

層を加える。これらのツールは、異なる段階でASC製品の適合性を評価している：抗生物質の残留物と起源（

TestASC）、生産サイクルの検証とリモートセンシング（MapASC）、およびサプライチェーンにおける製品の完全な

追跡（TraceASC）。 

 

https://asc-aqua.org/business/our-label/
https://asc-aqua.org/business/our-label/
mailto:logo@asc-aqua.org
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文書の構成と用語 

ASC飼料基準は以下のように構成される。 

o 5つの原則——各原則は上位の成果を定義し、それらが総体としてASCのビジョンに寄与する。 

o 原則は複数の要件で構成され、各要件は水産養殖用飼料産業に関連する影響に対処する。 

o 基準項目は、根拠と複数の指標で構成される。 

• 根拠は、その課題が水産養殖飼料産業において重要である理由を記述する。 

• 各指標は要求事項を示している。参照されている付録、脚注、用語を含め、指標への適合性を判定する

ために審査を実施する。 

ASC飼料基準には次も含む： 

o 付録 — 略語、方法論、または要求事項の詳細を示すために含まれる。 

o 脚注 — 指標に対する適用除外および明確化の詳細、ならびに参照のために用いられる。 

o 用語- 定義された用語は、初めて使用される場合、太字で強調表示される。定義はASC用語ポータルに掲載

されている。 

用語の使用 

本基準では、以下の分野における明確性を確保するために、意図的な表現が用いられている： 

o 助動詞 

• 「Shall」は義務を示す 

• 「Should」は「〜すべき」という推奨を表す 

• 「May」は許認可行為の選択肢を示す 

• 「Can」は可能な行動の選択肢を示す 

o 例外と除外 

• 「例外」— 指標で言及される、特定の状況に対する代替的要求事項。 

• 「免除」 の脚注で参照される指標からの除外。 

o 適切と十分の違い 

• 「適切」とは、特定のニーズに対してふさわしい、または適切なものを指す。 

• 「十分」とは、ニーズを満たすのに十分なものを指す。 

o リストにおける「And（…と）」と「Or（…または）」の比較 

• 「And（と）」は包括性（すべての項目が必要）を意味する。 

• 「Or（または）」は排他性を意味する（どちらか一方の項目だけが必要）。 

 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ14 137 

 

基準の範囲 

ASC飼料基準（以下「本基準」）の範囲は、水産養殖飼料産業に関連する主要な環境および社会への負の影響を対象

とする。本基準の認証を受けた主体（UoC）は、これらの負の影響の低減または排除に寄与する。 

基準の範囲は、5つの原則として解釈される: 

o 原則1 - UoCは、合法的に、かつ社会的・環境的に責任ある方法で運営することを含め、ASC飼料基準を実施する

ための管理システムを有する 

o 原則2 - UoCは責任を持って原料を調達する 

o 原則3 - UoCは、適格な原料の投入および飼料の生産量を把握し管理する 

o 原則4 - UoCは、責任を持って海産原料を調達する 

o 原則5 - UoCは、責任を持って植物原料を調達する 

 

認証単位 

認証単位（以下UoC）は飼料工場である。ASC飼料基準は、飼料工場および飼料原料が本基準の指標を満たす限り、

ペレットまたは押出しの水産養殖用飼料を製造する水産養殖用飼料メーカーを区別しない。 

水産養殖用飼料とその他の畜産用飼料および家畜用飼料の両方を製造する飼料工場に対しては、ASC飼料基準は原則

1について施設全体に適用され、原則2～5は水産養殖用飼料の製造に使用される原料のみに適用される。 

認証プロセスの要求事項は、CARに文書化されている。 
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基準の範囲 

各基準において、その適用範囲はスコープの見出しの中で定義される。 

o 原則1—水産養殖用飼料に限らず、UoC全体に適用される。 

o 原則2および3—UoCが水産養殖用飼料に使用するために受領する年間総原料重量（体積）の1％を超えるすべての

原料。ここでの割合は、個々の製造業者から供給される単一の原料を対象とする。UoCが畜産用飼料も生産する

場合、受領量は水産養殖用飼料に配合される目的の原料量に基づく。除外されるのは、飼料添加物（デフォルト

で容量制限にかかわらず）：プレミックス、ビタミン、ミネラル、微量元素、着色料である。 

o 原則4—上記と同様に、UoCが水産養殖用飼料に使用するために受領する年間総原料重量（体積）の1％を超える丸

魚由来の海産原料。 

o 原則5 — 水産養殖用飼料に使用するためにUoCが受領する年間総原料重量（体積）のうち1%以上を占める植物性

由来の原料（上記のとおり）。 

ASC飼料基準は、原料のサプライチェーンにおける以下の主体を対象とする: 

o 飼料工場（UoC）、 

o 原料製造者： 

• 原料取引及び輸送を行う企業は、原料製造者とはみなされない 

o 主要原料の生産。 

 

本基準と適用される律法との関係 

適用される法律または労働協約が本基準の要求事項よりも厳しい場合、その法律または労働協約が廃止されていな

い限り、当該法律または労働協約が優先される。適用される法律または労働協約が本基準の要求事項よりも緩和さ

れている場合、当該要求事項が法律または法令で禁止されている場合を除き、本基準の要求事項が優先される。
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 14 

UoCは、合法的な運営方法を含む社会的・環

境的に責任あるASC飼料基準の実施のための

管理制度を有する。 

原則1 
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判定基準1.1 — UoCは、必要なすべての法的ライセンス及び許可を保有している。 

 

 

根拠 

養殖分野は急速に成長しており、規制上の課題が生じる可能性がある。その結果、産業が規制されないリスクが高

まる恐れがある。ほとんどの国では、必要なすべてのライセンスと許可を取得せずに事業を行うことは違法である

ため、UoCは最低限としてこれらを保有していなければならない。4 

ASC飼料基準では、判定基準1.1の許認可、判定基準1.3の労働法、判定基準1.17の環境法を中心に、原則1全体で規

制の遵守が求められている。 

 

指標: 

1.1.1 UoCは、全ての必要な法的ライセンスと許可を保有していなければならない。 

 
 
 
 

 
4FAO. 2018.世界の漁業・養殖の現状 2018 — 持続可能な開発目標の達成。http://www.fao.org/3/i9540en/I9540EN.pdf 

UoCは、必要なすべての法的ライセンス及び許可を保有している。 

 
1.1 

http://www.fao.org/3/i9540en/I9540EN.pdf
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判定基準 1.2 - UoCは、ASC要件への適合性を維持するために、効果的な管理システムを実施する。 

 

 

根拠 

管理システムとは、組織が目的を達成するために、事業が相互関連する部分を管理する方法である。システムの複

雑さのレベルは、各組織の特定の状況、活動規模、範囲、及びリスクによって異なる。管理システムには、組織の

目的が効果的かつ効率的に達成されるような方針、手順及びプロセスが含まれる。これにはASC要件への適合性が含

まれる。つまり、管理システムは本基準のすべての判定基準に適用される。 

この判定基準の指標は、Plan-Do-Check-Act（PDCA）サイクルを伴う一般的な品質管理の適応型管理手法に基づく。

56 

指標: 

指標: 

1.2.1 UoCは、UoC全体を対象とし、管理者が承認した責任のある管理システムを有し、すべてのASC要件の継続

的な実施を確保しなければならない。7 

1.2.2 UoCは、汚職、恐喝、横領、 

贈賄または収賄の行為を防止するためのシステムを有しなければならない。 

1.2.3 UoCは、記録の改ざんおよび情報の虚偽表示を防止するためのシステムを有しなければならない。 

1.2.4 UoCは、ASC要件の実施に責任を負う、少なくとも1名の指名された管理者を置かなければならない。 

1.2.5 UoCは、関連する従業員がASC要件を実施するために必要な能力を有することを確保しなければならない。 

 
5Peter J. Koiesar. (1994). 1950年にデミングが日本人に伝えたこと, 品質管理ジャーナル, 2:1, 9-24. 

6M. Sokovic, D. Pavletic, K. Kern Pipan, Quality Improvement Methodologies – PDCA Cycle, RADAR Matrix, DMAIC and DFSS, 

Journal of Achievements in Materials and Manufacturing Engineering 43 (2010) 476-483. 

http://jamme.acmsse.h2.pl/papers_vol43_1/43155.pdf 

7これには、UoCが必要と判断する方針（人権に関する方針を記載した文書など）を含む。 

UoCは、ASC要件への適合性を維持するために、効果的な管理システムを実施

する。 
1.2 

http://jamme.acmsse.h2.pl/papers_vol43_1/43155.pdf
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1.2.6 UoCは、表11および付録10に従い必要な能力・経験・訓練を有する者による、少なくとも年1回の予定され

た内部審査を通じてASC要求事項への順守を監視し、該当する場合は是正措置を実施しなければならない

。 

1.2.7 UoCは、ASCの審査員、スキーム所有者としてのASC、ASCの審査機関に対し、ASC要件への適合を示すこと

ができなければならない。 

1.2.8 UoCは、必要に応じてかつ少なくとも年1回、管理システムを見直し、特定された問題に適切な期間内に対

処しなければならない。 
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判定基準 1.3 - UoCは、適用される労働法及び規制を遵守する。 

 

 

根拠 

判定基準1.1の指標と合わせて、労働法規制の遵守は、社会的に責任のある飼料生産の発展のための基本的基盤を成

す。 

 

指標: 

1.3.1 UoCは、適用されるすべての労働関連の法律及び規制を遵守し、そのためのシステムを維持しなければな

らない。 

1.3.2 UoCは、適用される法律及び規制に要求事項が含まれていない場合であっても、労働関連の権利に関する

ASC要件を含め、すべての従業員が自らの労働関連の権利を理解していることを保証しなければならない

。 

 

 

UoCは、適用される労働関連の法律及び規制を遵守する。 1.3 
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判定基準 1.4 - UoCは、強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買に関与せず、またそれらを一切

支援しない。 

 

 

根拠 

国連（UN）世界人権宣言（UDHR）では、強制労働、債務労働、強制労働、人身売買が世界の多くの産業や地域で持

続的な問題であることが認識されている。89漁業と水産養殖業も例外ではありません。1011 

最近の推定によれば12、世界中で4,030万人が現代の奴隷制の被害者であり、そのうち2,500万人が強制労働、債務労

働、または強制労働の被害者となっている。これには人身売買、債務の支払い手段として要求される労働、従業員

を他の脅威手段で意に反して職場に留まらせる事などにより強制労働が含まれる。児童労働と同様に、貧困は強制

労働の主要な要因となっている。しかし、この現象は低所得国に限定されるものではない。高所得国の一部の産業

や地域でも、（移民）従業員が同様に強制労働の被害者になることがある。 

関連する参考文献:: 

o ILO 強制労働条約、1930年（第29号）； 

o ILO 強制労働廃止条約、1957年（第105号）； 

o ILO 賃金保護条約、1949年（第95号）； 

o ILO 民間職業仲介事業所条約（1997年、第181号）。 

 

 
8Oxfam. 2018.変革の熟期—スーパーマーケットのサプライチェーンにおける人間の苦痛を終わらせる。https://policy-

practice.oxfam.org.uk/publications/ripe-for-change-ending-human-suffering-in-supermarket-supply-chains-620418 

9Walk Free 2023, The Global Slavery Index 2023, Minderoo Foundation. https://www.walkfree.org/global-slavery-

index/downloads/ 

10人権監視. 2018.隠された鎖 - タイの漁業における権利侵害と強制労働。https://www.hrw.org/report/2018/01/23/hidden-

chains/rights-abuses-and-forced-labor-thailands-fishing-industry 

11https://www.walkfree.org/global-slavery-index/findings/spotlights/forced-labour-at-sea/ 

12https://www.walkfree.org/global-slavery-index/findings/global-findings/ 
13刑罰自体はより目に見えやすい場合がある一方で、罰の脅威はより隠れた形で存在しうるが、同様に強制労働につながる形態と見なされ

る。罰の脅威には、権利や特権の抑圧に対する恐怖、報復の脅しなどが含まれ、これは身体的・精神的・社会的な害など様々な形で現実

化しうる。 

指標: 

1.4.1 UoCは、強制労働、債務労働、拘束労働および人身取引に関与したり、それらを支援したりしてはならな

い。これには以下が含まれる： 

o いかなる罰の脅威の下であっても、誰かから強要される労働13； 

o 本人が自発的に申し出ていない労働； 

UoCは、強制労働、債務労働、拘束労働、人身売買に関与せず、またそれら

を一切支援しない。 
1.4 

https://policy-practice.oxfam.org.uk/publications/ripe-for-change-ending-human-suffering-in-supermarket-supply-chains-620418
https://policy-practice.oxfam.org.uk/publications/ripe-for-change-ending-human-suffering-in-supermarket-supply-chains-620418
https://www.walkfree.org/global-slavery-index/downloads/
https://www.walkfree.org/global-slavery-index/downloads/
https://www.hrw.org/report/2018/01/23/hidden-chains/rights-abuses-and-forced-labor-thailands-fishing-industry
https://www.hrw.org/report/2018/01/23/hidden-chains/rights-abuses-and-forced-labor-thailands-fishing-industry
https://www.walkfree.org/global-slavery-index/findings/spotlights/forced-labour-at-sea/
https://www.walkfree.org/global-slavery-index/findings/global-findings/
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14UoCが保管を提供する場合、当該保管は任意であり、従業員が物品に自由にアクセスできることをUoCが確実にする。 
15移民労働者については、証拠にUoCが負担した募集・雇用コストを含める。コストは、年別および雇用された移住労働者の出身国別に要

約する。 

o 人を搾取する目的での欺しやその他の形態の強制の使用。 

1.4.2 強制労働、債務労働、拘束労働または人身取引が発見された場合、UoCは、1.4.1に適合するために、当該

者の最善の利益を最優先とする効果的な救済手続を実施する。これには、債務その他の拘束の解消、従業

員の見直された雇用条件の提供または本国送還の実現などが含まれる。救済措置は文書化され、有効性を

確保するために検証される。 

1.4.3 強制労働、債務労働、拘束労働または人身取引が発見された場合、UoCは、再発を防止する効果的な是正

措置を実施する。是正措置は文書化され、有効性を確保するために検証される。 

1.4.4 UoCは、使用する雇用／募集仲介業者が次の条件を満たすことを確実にするため、審査および監視を行う

。 

o 国家当局により許可または認証されていること。 

o 要件1.1に適合していること。 

1.4.5 UoC、または該当する場合は募集に関与する仲介業者は、身分証、査証、旅券など、従業員が雇用契約を

自由に終了したり、旅行または出国したりできなくなるおそれのある、本人確認に関する原本の文書を占

有してはならない。14 

1.4.6 UoC、または該当する場合は募集に関与する仲介業者は、たとえ現地の規制がこれを認めている場合でも

、従業員の給与、財産、または給付のいかなる一部も留保してはならない。留保が認められるのは、法令

で要求される場合に限る。 

1.4.7 UoC、または該当する場合は募集に関与する仲介業者は、募集時または雇用中に、従業員にいかなる手数

料も課してはならない。15これには、就労査証を含む公的文書の手続に関連するあらゆる費用や預託金が

含まれる。移住労働者については、渡航および本国送還に関連するあらゆる費用や預託金も含む。 

1.4.8 UoCは、勤務シフト中、従業員が衛生設備を使用し、飲料水にアクセスするために職場内を自由に移動で

きるよう認めるものとする。 

1.4.9 UoCは、勤務シフト外に従業員を意思に反してサイトに留め置いてはならない。 
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1.4.10 UoCは、職場が容易にアクセスできず公共交通機関が利用できない場合、従業員が施設内から退出するた

めの合理的かつ安全な交通手段を提供し、シフト終了後に従業員がサイトを離れることを可能にする。 

1.4.11 UoCは、遠隔地ではなく容易にアクセスできる事業において、雇用条件として従業員が雇用者が運営する

宿舎に居住することを要求してはならない。 

1.4.12 UoCまたは、該当する場合は採用に関与する代理機関は、受刑者労働に従事してはならない。 
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判定基準 1.5 - UoCは、児童および若年従業員を保護する。 

 

 

根拠 

子どもおよび若年の従業員は、身体発達、知識、自立性および経験における年齢に起因する制約のため、経済的搾

取に特に脆弱である。これらの脆弱性は、速やかな撤廃を最優先とすべき最悪の形態の児童労働につながり得る。

子どもおよび若年の従業員の雇用と搾取は、世界的に、また多くの（おそらくすべての）産業で発生している。16養

殖分野も例外ではない。17 

しかし、子どもが行うすべての労働が撤廃の対象とされるべきとは限らない。健康や人格的発達に悪影響を及ぼさ

ず、就学を妨げない労働への子どもの参加は、一般に肯定的なものとみなされている。これには、家庭内で親を手

伝うこと、家族の（養殖）事業を手伝うこと、放課後や学校休暇中に小遣いを稼ぐことなどが含まれる。これらの

無害な形態の労働参加は、子どもの発達に資し、文脈によっては家族の福祉にも寄与する。技能と経験を与え、成

人期に社会の生産的な一員となる準備を助ける。 

関連する参考文献:: 

o ILO 最低年齢条約（1973年、第138号）; 

o ILO 最悪の形態の児童労働条約（1999年、第182号）; 

o OHCHR 子どもの権利条約18。 

 

 
16https://www.ilo.org/ipec/areas/Agriculture/WCMS_172348/lang--en/index.htm 
17ILO. 2017.児童労働の世界推計：結果と動向、2012–2016. https://www.ilo.org/sites/default/files/2025-

06/2024%20Global%20Estimates%20of%20Child%20Labour%20Report.pdf 
18https://www.ohchr.org/Documents/ProfessionalInterest/crc.pdf 

UoCは、児童および若年従業員を保護する。 1.5 

https://www.ilo.org/ipec/areas/Agriculture/WCMS_172348/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/sites/default/files/2025-06/2024%20Global%20Estimates%20of%20Child%20Labour%20Report.pdf
https://www.ilo.org/sites/default/files/2025-06/2024%20Global%20Estimates%20of%20Child%20Labour%20Report.pdf
https://www.ohchr.org/Documents/ProfessionalInterest/crc.pdf
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19精神的または社会的に危険な場合の例：孤立した状態で働く、虐待的な言葉のある環境で働く。身体的に危険な場合の例：重量物の持ち

上げや機械の可動部への曝露、騒音または粉じんの多い環境や極端な温度での作業。道徳的に危険な場合には、薬物乱用やギャンブルに

曝されるような環境での就労が含まれる。児童労働の最悪の形態の定義も参照のこと。 

20国の法律または規制は、少なくとも15歳に達しているが義務教育を修了していない者の雇用または就労を、次の要件を満たす業務に限

って認める場合がある。 

– 健康または発達に有害であるおそれがないこと。かつ 
– 学校への出席、所管当局が承認した職業指導または訓練制度への参加、あるいは受けた指導から利益を得る能力を損なうものでない

こと。 

21付録7の表5および表6を参照のこと。 

22家庭で手伝いとして作業に参加する子どもには免除が適用される。例えば、家庭内で親を手伝うこと、授業時間外や休暇中に小遣い稼

ぎをすること、家族経営の事業を手伝うこと、または事業の生産性や収益性に本質的な寄与とならないその他の活動に参加することなど

である。 

指標: 

1.5.1 UoCは、（違法な）児童労働に関与してはならない。これには次のような業務が含まれる。 

o 精神的、身体的、社会的、または道徳的に危険であり、児童に有害である業務19。あるいは 

o 学校教育の妨げになるもの。 

1.5.2 児童労働が確認された場合、UoCは、子の最善の利益を最優先にし、1.5.1への適合を図る効果的な救済手

続を実施する。例えば、就学を可能にし、就学義務がなくなるまで在学を継続できるようにすることが含

まれる。救済措置は文書化され、有効性を確保するために検証される。 

1.5.3 児童労働が確認された場合、UoCは、再発を防止する効果的な是正措置を実施する。是正措置は文書化さ

れ、有効性を確保するために検証される。 

1.5.4 UoCは、15歳、または義務教育修了年齢（いずれか高い方）以上の児童を、危険を伴わない作業に従事さ

せるために雇用してよい。2021ILO第138号条約が14歳からの就業を認めている国には例外が適用される。 

1.5.5 UoCは、以下の条件を満たす場合、13歳の児童を22軽作業に従事させるために雇用してよい。 

o 児童が就労前に適切な訓練を受けていること。 

o 児童が適切な監督を受けていること。 

ILO第138号条約が 

12歳からの就業を認めている国には例外が適用される。 
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1.5.6 UoCは、若年の従業員を含むすべての児童が、リスク審査に従って、危険を伴わない作業（1.5.4）または

軽作業（1.5.5）のみを実施することを保証しなければならない。リスクアセスメントは、一般的なリス

ク管理枠組みの一部でなければならない（付録7、図4参照）。 

1.5.7 UoCは、サイト内に居住する従業員の子どもが義務教育を受けることを奨励し、これを妨げてはならない

。 
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判定基準 1.6 - UoCは、従業員を差別しない。 

 

 

根拠 

差別は、いまだに職場での共通の課題である。より露骨な形態の差別は薄れている一方で、依然として多くは残存

するか、新しい、または目立たない形態をとっている。差別は、貧困を永続させ、開発、生産性、競争力を阻害し

、政情不安を引き起こしうる。23 

仕事上の関係は、知識、技能、能力に基づくべきである。 

関連する参考文献:: 

o ILO Equal Remuneration Convention, 1951 (No. 100); 

o ILO Discrimination (Employment and Occupation) Convention, 1958 (No. 111); 

o ILO Workers with Family Responsibilities Convention, 1981 (No. 156). 

 
23ILO. 2011.Equality at work: the continuing challenge. https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---

declaration/documents/publication/wcms_166583.pdf 

指標: 

1.6.1 UoCは、すべての雇用応募者および従業員を、懲戒処分、職務配分、賃金および福利厚生、昇進その他の

キャリア機会、採用プロセスおよび条件、退職、解雇、研修、労働条件を含むあらゆる場面で、年齢、カ

ースト、肌の色、障害、民族、性別、法的地位、婚姻状況、国籍、親であるか否か、労働組合への参加、

政治的意見、妊娠、人種、宗教、性的指向に関係なく平等に取り扱うことを確保しなければならない。 

1.6.2 UoC、または採用に関与する機関（該当する場合）は、妊娠や処女性の検査を実施してはならず、強制的

な避妊を実施または助長してはならない。 

1.6.3 UoC、または採用に関与する機関（該当する場合）は、リスクアセスメントに従い、健康および安全上の

理由から必要な場合に限り、医学的検査を実施するものとする。リスクアセスメントは、一般的なリスク

管理枠組みの一部でなければならない（付録7、図4参照）。 

1.6.4 UoC、または採用に関与する機関（該当する場合）が医学的検査を実施する場合、従業員のデータは保護

されなければならず、従業員は自らの検査結果を受け取る権利を有する。 

1.6.5 UoC、または採用に関与する機関（該当する場合）が、リスクアセスメントに基づき医学的検査が必要で

あると判断した場合、従業員は希望すれば独立した医師を利用する権利を有する。 

UoCは、従業員を差別しない。 1.6 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---declaration/documents/publication/wcms_166583.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---ed_norm/---declaration/documents/publication/wcms_166583.pdf
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24これには、当該地域で活動している場合、労働関連の権利に取り組む労働者の声を支援する組織の連絡先情報を従業員に提供すること

を含む。 

1.6.6 24UoCは、ハラスメント、虐待または搾取的な行為が職場で発生しないよう、効果的なコミュニケーショ

ン、手順および監視を整備しなければならない。 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ29 137 

 

 

判定基準 1.7 - UoCは、安全で健康的な職場環境を提供すること。                                  

 

                                                                                                         

根拠                                                                                                                                                                                                        

ILOは、各種条約（下記参照）を通じて、労働者が基本的権利として、雇用に起因する体調不良、魚病、傷害から保

護されるべきだという原則を定めている。しかし、何百万人もの労働者にとって現実は大きく異なる。ILOの推計に

よれば、毎年278万人が労働災害および労働関連の魚病が原因で死亡している。25さらに、毎年3億7,400万人が致死

的ではない業務上の傷病に苦しみ、その多くが長期の欠勤につながっている。世界の年間国内総生産 (GDP) の 

3.94％が、職業上の病気や事故の結果として失われていると推定されている。 

世界で推定2,200万人の養殖労働者が、恒常的に危険な環境に直面している。水産養殖労働者の中には高度な訓練を

受け、安定した仕事に就いている人も存在する。しかし世界的には、多くの養殖労働者が不安定な雇用形態で働い

ており、女性、先住民、子ども、季節労働者、移民労働者、農村部および遠隔地の労働者など、しばしば脆弱な集

団から成っている。これらのリスクの多くは、知識のギャップ、予防に関する独立した分析の不足、リスク低減戦

略への投資不足により、看過されるか未対処のままとなっている。 

雇用主は、業務上の事故や魚病により、早期退職、熟練スタッフの喪失、欠勤、高額な保険料という費用負担とい

う問題に直面している。しかし、これらの業務上の事故や疾病の多くは、安全で健康的な職場環境を提供すること

で防ぐことができる。 

関連する参考文献:: 

o ILO Weekly Rest (Industry) Convention, 1921 (No. 14); 

o ILO Occupational Safety and Health Convention, 1981 (No. 155); 

o ILO Occupational Health Services Convention, 1985 (No. 161); 

o ILO Chemicals Convention, 1990 (No. 170); 

o ILO Prevention of Major Industrial Accidents Convention, 1993 (No. 174). 

 

 
25https://www.ilo.org/global/topics/safety-and-health-at-work/lang--de/index.htm 

26これには、以下の活動、危険源および領域が含まれる：化学的および生物学的物質、潜水、電気および電気機器、機器、火災、機械的

および手作業での取扱い、自然／物理的な災害／事象、従業員の福利、職場慣行、職場環境。 

指標: 

1.7.1 UoCは、付録10の表12に従い、必要な能力、経験、訓練を有する者による安全・衛生リスクアセスメント

を維持しなければならない。 

1.7.2 UoCは、安全衛生リスク審査（1.7.1参照）に、少なくとも以下のリスク要因（ステップ2 図4、付録7）を

含めなければならない。 

o 職場における急性または慢性の身体的傷害のリスク26 

UoCは、安全で健康的な職場環境を提供すること。 1.7 

https://www.ilo.org/global/topics/safety-and-health-at-work/lang--de/index.htm
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27研修は従業員に無償で提供され、賃金が支払われる就業時間内に実施される。 

o 職場環境における急性または慢性の精神的傷害のリスク26 

1.7.3 UoC は、適切な対策を実施し（図4のステップ4、付録7）、リスク指標を監視し（ステップ5a）、実施し

た対策の有効性を監視し（ステップ5b）、モニタリング結果に応じてリスク審査を繰り返すものとする。 

1.7.4 UoC は、指標1.7.1の安全衛生リスク審査で定義された必要性に応じて、適切に整備された適切な個人用

保護具（PPE）を無償で提供するものとする。 

1.7.5 UoC は、適切な安全衛生対策（1.7.3参照）が有効に実施されていることを確保するものとする。これに

は、職場における適切な安全衛生の掲示・指示、設備の適切な保守、緊急対応を含む従業員向けの適切な

研修27、ならびに従業員によるPPEの適切な使用が含まれる。 

1.7.6 UoC は、業務に関連する負傷の発生時に、有資格者によって実施される適切な応急処置（資機材を含む）

を提供するものとする。これには、救急車などの専門的支援へのアクセスが含まれる。 

1.7.7 国家または国の社会保障・医療制度で提供されない場合、UoCは、すべての従業員に対し、業務に関連す

る事故または傷害に関する保険を提供し、その費用を負担しなければならない。これには最低限、当該事

故または傷害の治療に必要な搬送費および医療処置・投薬の費用、回復に必要な搬送費および医療処置・

投薬の費用、失われた労働時間に対する補償、ならびに移住労働者の場合に必要となる本国送還の費用が

含まれる。 

適切な保険が利用できない場合には例外が適用され、UoCはこれらの費用を直接負担するための制度を設

けてもよい。 

指標 

1.7.8 

UoCは、従業員に対し、報復を恐れることなく、危険な状況から離れる自由を与えなければならない。 

指標 

1.7.9 

UoCは、必要であれば性別による分離を含め適切なプライバシーが守られた、適切で清潔な衛生設備への

アクセスを提供しなければならない。 

指標 

1.7.10 

UoCは、すべての従業員に、無料で、明確にラベル付けされた飲料水へのアクセスを提供しなければなら

ない。 
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指標 

1.7.11 

UoCは、休憩中に食糧を準備して食べるための指定エリアへのアクセスを提供しなければならない。 

指標 

1.7.12 

UoCは、雇用の条件として、食堂の利用など、雇用者が運営する店舗またはサービスからの購入を従業員

に義務付けてはならない。遠隔地であるために代替の店舗またはサービスが利用できない場合には、費用

は合理的でなければならず、従業員に提供される店舗およびサービスからUoCが利益を得ることを含んで

はならない。 

指標 

1.7.13 

UoCは、授乳を行う女性のために適切な場所を提供し、妊娠中および授乳中の女性に対して就業日の追加

休憩を認めなければならない。授乳のための休憩は労働時間として算入し、これに応じて賃金を支払わな

ければならない。 

1.7.14 UoCは、精神的、身体的または言語的な虐待、またはその他のいかなる形態のハラスメントにも関与また

はそれらを容認してはならない。 

1.7.15 UoCは、UoC内のすべての建物及び構造物の構造的完全性を確保しなければならない。 

1.7.16 UoCは、海上交通と関わりを持つ状況において、特に健康と安全に関して海事法を遵守しなければならな

い。 
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判定基準 1.8 - UoCは、結社の権利と団体交渉権を尊重する。 

 

根拠 

結社の自由の権利とは、雇用者に対して集団行動をとるために、公式または非公式のグループに参加する権利であ

る。結社の自由と団体交渉権の実効的承認は、ILOの「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」の基本原則

の一つである（条約87、98、135）。 

団体交渉は、賃金交渉や労働条件を含む、従業員と雇用者の間の潜在的に対立をはらむ関係において、有益で生産

的な解決策を達成するための、よりバランスのとれた力関係を提供する。団体交渉は、交渉を通じて、また交渉相

手の異なる利益を明確にし、満たすことを通じて、当事者間の信頼関係を構築する手段を提供する。団体交渉は、

代表的な労働者組織および雇用者組織の平和的、包括的、民主的な参加を促進することにより、この役割を果たす

。 

関連する参考文献:: 

o ILO Freedom of Association and Protection of the Right to Organise Convention, 1948 (No.87); 

o ILO Right to Organise and Collective Bargaining Convention, 1949 (No. 98); 

o ILO Workers’ Representatives Convention, 1971 (No. 135). 

 
 

 
28これには、就業時間中に、UoCが労働者組織の代表者による従業員およびその職場へのアクセスを認めることが含まれる。 

29これには、労働者組織から働きかけがあった場合に、UoCが実質的な交渉に応じることが含まれる。 

指標: 

1.8.1 UoCは、すべての従業員に対し、自ら選択した労働者組織（労働組合または労働に関する関心や利益を代

表するその他の組織など）に加入またはそれを結成する自由があることを通知しなければならない。 

1.8.2 UoCは、すべての従業員に対して、団体交渉する自由があることを通知しなければならない。 

1.8.3 UoCは、労働者組織または団体交渉の設立、機能、または運営にいかなる形でも干渉してはならない。2829 

1.8.4 UoCは、結社の自由の権利が法律で制限されている国/地域において、結社の自由および団体交渉の自由と

同等の手段を受け入れるものとする。 

UoCは、結社の権利と団体交渉権を尊重する。 1.8 
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判定基準 1.9 - UoCは、透明性のある方法で従業員と契約する。 

 

 

根拠 

雇用契約は一般に、賃金、福利厚生、解雇手続き、競業避止義務、雇用者と従業員それぞれの義務と責任など、雇

用の重要な側面を扱う。これは、雇用者と従業員という二者間の法的拘束力のある相互合意であり、双方に安全と

保護を与えるように設計されている。 

指標: 

1.9.1 UoCは、すべての従業員が移住前および雇用開始前に、雇用条件に関する書面で理解可能な情報を受領し

、理解し、同意していることを確実にする。この情報には、少なくとも次の事項を含む: 

o 役割および一切の責任の説明、 

o 契約の種類（無期、有期、請負）、 

o 休憩の付与を含む労働時間、 

o 有給年次休暇および祝祭日の休日の付与、 

o 病気休暇、 

o 賃金、 

o 合意された賃金控除（宿泊、食事など）、 

o 時間外労働の補償、 

o 福利厚生（保険など）、 

o 無償の個人用保護具の規定、 

o 解雇条件、予告期間、 

o 関連する方針へのアクセス（差別禁止 1.6、労働組合へのアクセスおよび団体交渉すること 1.8 な

ど）。 

1.9.2 UoCは、すべての従業員に対し、前払い、貸付金、労働時間、賃金、控除額の算定に関わるいかなるプロ

セスおよびその文書の透明性を提供し、その写しを施設内に保管しなければならない。 

1.9.3 UoCは、従業員に対する社会的権利または労働上の権利を回避する目的で、労務提供のみの契約、下請け

、家族契約、在宅就業、偽装徒弟制度、有期契約の専らの使用などの体系的な雇用形態を用いてはならな

い。 

UoCは、透明性のある方法で従業員と契約する。 1.9 
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判定基準 1.10 - UoCは、法定最低賃金以上の賃金を従業員に支払う。 

 

 

根拠 

世界人権宣言30では、「勤労するすべての者は、自己およびその家族に対し、人間の尊厳にふさわしい生存を確保す

るための公正かつ有利な報酬を受ける権利を有し、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補完される」と

述べている。 

この声明は、すべての労働者が、透明性のある方法で設定され、企業の管理によって保護される、努力に対する適

切な報酬を受けるに値するという考えを表している。広く知られている証拠によると、水産養殖業界の賃金の一部

は、いまだに国の法定最低賃金を下回っている。さらに、低賃金は他の社会的障壁もたらす。 

関連する参考文献:: 

o ILO 母性保護条約（1919年、第3号）; 

o ILO 賃金保護条約（1949年、第95号）; 

o ILO 母性保護条約（1952年、第103号）; 

o ILO 最低賃金決定条約（1970年、第131号）; 

o ILO 母性保護条約（2000年、第183号）。 

 

 
30https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights 

31ILO条約183の要点一覧はASC飼料基準解釈マニュアルに記載されている。 

指標: 

1.10.1 UoCは、賃金（時間外労働およびボーナス前）を法定最低賃金以上に設定しなければならない。法定の最

低賃金が定められていない場合、UoCは、労働者またはその代表する労働者組織と協議の上、基本的ニー

ズ賃金を算定する。 

1.10.2 UoCは、国内法に従い、定期的に、少なくとも毎月、法定通貨で賃金を従業員に直接支払わなければなら

ず、遅延、繰り延べ、またはいかなる方法でも留保してはならない。 

1.10.3 UoCは、全従業員の賃金の支払および受領に関する情報を明文化しなければならず、前払・貸付、労働時

間、賃金およびあらゆる控除の計算に係る情報の受領記録を含む。 

1.10.4 UoCは、国の法律および規則またはILO条約18331のうち、より厳格な要求事項に従い、従業員が母性または

父性保護の権利を有することを確保しなければならない。 

UoCは、法定最低賃金以上の賃金を従業員に支払う。 1.10 

https://www.un.org/en/about-us/universal-declaration-of-human-rights
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注: 

適用可能な生活賃金の決定およびそれに到達するための経路の定義が複雑であることから、ASCは、生活賃金指標を

策定するための、より広範で業界横断的な議論に参画している。これは、当初の養殖ダイアログで示された趣旨に

沿うものである。将来的に、生活賃金はASC飼料基準の一部となる見込みである。 
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判定基準 1.11 - UoCは、超過労働を防止する。 

 

 

根拠 

労働時間の規制は労働法制における最も古い関心事の一つであるにもかかわらず、過剰な労働時間は多くの産業や

地域で依然として広範な問題である。32 

世界の多くの地域では、低賃金と過剰な労働時間には顕著な関連がある。大幅な残業を強いられる労働者は、仕事

と生活のバランスへの影響に悩まされることにより、疲労関連の事故率も高くなる。 

労働時間に関する ILO 基準は、労働時間、日・週の休息期間、年間休日を規制するための枠組みを提供し、労働者

の身体的・精神的健康を保護しつつ生産性の向上を促進する。 

関連する参考文献:: 

o ILO Hours of Work (Industry) Convention, 1919 (No. 1); 

o ILO Weekly Rest (Industry) Convention, 1921 (No. 14); 

o ILO Holidays with Pay Convention (revisited), 1970 (No. 132); 

o ILO Night Work Convention, 1990 (No. 171); 

o ILO The Safety and Health in Agriculture Convention, 2001 (No. 184); 

o ILO Recommendation Reduction of Hours of Work (Recommendation 116). 

 
18歳以上の従業員の場合: 
 

 
32ILO. 2007.世界の労働時間：労働時間、法令および政策の動向—世界的比較の視点. 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@dgreports/@dcomm/@publ/documents/publication/wcms_104895.pdf 

指標: 

1.11.1 UoCは、通常の労働時間に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならないが、1

日8時間、通常の1週間で48時間（休憩時間を除く）を超えてはならない。 

1週間のうち1日以上で労働時間が8時間未満である場合には例外が適用される。この場合、所管の公的当

局の認可または団体交渉協定により、週の残りの日について8時間の上限を超えることができる。ただし

、いかなる場合でも1日の上限8時間を1時間を超えて超過してはならない。 

交替制で雇用されている場合にも例外が適用される。3週間以内の期間における平均労働時間が1日8時間

および1週間48時間を超えない限り、任意の1日に8時間、任意の1週に48時間を超えて就労させることが許

容される。 

UoCは、過度な労働時間を防止する。 1.11 

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/@dgreports/@dcomm/@publ/documents/publication/wcms_104895.pdf
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33ILO第132号条約による最良慣行は、フルタイム勤務1暦年に対し、少なくとも労働週3週分の有給休暇を付与することである（指標 

1.11.1）。 https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277 

1.11.2 UoCは、従業員の労働時間の記録を残さなければならない。 

1.11.3 UoCは、時間外労働が自発的なものであり、特異な状況下でのみ発生し、恒常的に発生しないことを保証

しなければならない。 

1.11.4 UoCは、残業時間が週に12時間を超えないようにしなければならない。 

1.11.5 UoCは、時間外労働時間に対し、（該当する場合）団体交渉協定または業界の基準で定義された割増率で

支払うことを保証しなければならない。これが定義されていない場合は、合意された賃金の少なくとも

125%の割増率を時間外労働時間に適用する。 

1.11.6 UoCは、就業日の休憩に関して、（該当する場合）団体交渉協定および業界の基準に従わなければならな

い。ただし、休憩は8時間の労働につき1時間以上でなくてはならない。 

1.11.7 UoCは、1日の休息に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従い、24時間につき連続11時間を

下回ってはならない。 

1.11.8 UoCは、週の休息に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならず、7日間の期間

内に連続24時間（1日）の休息時間を下回ってはならない。 

1.11.9 UoCは、年次休暇に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならない。33 

1.11.10 UoCは、夜間労働に関する割増率、労働時間、休憩、1日の休息、週の休息および健康審査について、労働

協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならない。 

https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277
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若年層の従業員の場合: 

指標: 

1.11.11 UoCは、労働時間に関する労働協約（該当する場合）及び業界基準に従わなければならず、1日8時間およ

び1週間40時間（休憩時間を除く）を超えてはならない。3435 

1.11.12 UoCは、全ての従業員が働いた時間の記録を保持しなければならない。 

1.11.13 UoCは、時間外労働を認めてはならない。 

1.11.14 UoCは、勤務日の休憩に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならないが、休

憩は労働4.5時間につき少なくとも0.5時間を下回ってはならない。 

1.11.15 UoCは、1日の休息に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならないが、24時間

につき連続12時間を下回ってはならない。 

1.11.16 UoCは、1週間の休息に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならず、7日間（1

週間）の期間内に連続48時間（2日）を下回ってはならない。 

1.11.17 UoCは、年次休暇に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならない。36 

1.11.18 UoCは、若年層の従業員が午後10時から午前6時まで働くことを許可してはならない。 

 

 

 
34学校、労働および通学・通勤（学校・職場との往復）の合計時間は、1日合計10時間を超えてはならない。 

35これらの時間を1週間を超える期間で平均してはならない。 
36ILO第132号条約による最善慣行は、フルタイム勤務の1暦年につき少なくとも3勤務週の有給休暇を付与することである（指標 1.11.11

）。https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277 

https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277
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若年層の従業員に分類されない、軽作業に従事する児童： 

 
 

 
37学校、労働および通学・通勤（学校・職場との往復）の合計時間は、1日合計10時間を超えてはならない。 

38これらの時間を1週間を超える期間で平均してはならない。 
39ILO第132号条約における最良実務は、フルタイム勤務の1暦年につき少なくとも3労働週の有給休暇を付与すること（指標1.11.19）であ

る。https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277 

指標: 

1.11.19 UoCは、労働時間に関する労働協約（該当する場合）及び業界基準に従わなければならず、1日8時間およ

び1週間40時間（休憩時間を除く）を超えてはならない。3738 

1.11.20 UoCは、全ての従業員が働いた時間の記録を保持しなければならない。 

1.11.21 UoCは、時間外労働を認めてはならない。 

1.11.22 UoCは、勤務日の休憩に関する労働協約（該当する場合）及び業界基準に従わなければならず、3時間の労

働につき0.5時間未満としてはならない。 

1.11.23 UoCは、1日の休息に関する労働協約（該当する場合）及び業界基準に従わなければならず、24時間につき

連続14時間未満としてはならない。 

1.11.24 UoCは、1週間の休息に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならず、7日間（1

週間）の期間内に連続48時間（2日）を下回ってはならない。 

1.11.25 UoCは、年次休暇に関する労働協約（該当する場合）および業界基準に従わなければならない。39 

1.11.26 UoCは、まだ若年従業員と分類されていない児童に、午後8時から午前6時の間に働くことを認めてはなら

ない。 

https://normlex.ilo.org/dyn/nrmlx_en/f?p=NORMLEXPUB:12100:0::NO::P12100_INSTRUMENT_ID:312277


Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ40 137 

 

判定基準 1.12 - UoCでは、従業員の尊厳と健康を尊重した懲戒処分を設ける。 

 

 

根拠 

懲戒処分は特定のILO条約でカバーされていないが、いくつかの国連協定（下記参照）が、懲戒処分に関する国際的

規範を集合的に確立している。これらは、不公正または品位を傷つける方法で行われる可能性があるため、労働者

の行動や業績の是正を意図している。 

ILO条約に組み込まれていないにもかかわらず、国連加盟国の大多数がこれらの条約を批准しており、個人の身体的

・精神的な健康と福祉を損なったり被害を与えたりするおそれのあるあらゆる慣行を廃止するというコミットメン

トを示している。さらに、多くの国が、職場における虐待を犯罪として規定する特別の国内法制度を有している。 

個人の尊厳と心身の健康の双方を保護することを目的として、これらの文書は、懲戒および業績に関する事項への

対処に関し、効果的で一貫した方法を提供するよう努めている。動機付けを向上させ、建設的な懲戒処分プロセス

を確立し実施することは、責任のある人的資源管理の重要な要素である。 

関連する参考文献:: 

o 世界人権宣言（1948年）； 

o 市民的及び政治的権利に関する国際規約（1966年）； 

o 拷問及びその他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い若しくは刑罰に服することのないすべての者の

保護に関する宣言（1975年）。 

 
 

指標: 

1.12.1 UoCは、透明性のある懲戒手続を備え、従業員に対する尊厳と敬意を確保しつつ、それを漸進的かつ客観

的な方法で適用しなければならない。 

1.12.2 UoCは、懲戒処分の名目で賃金または給付から控除してはならない。 

UoCは、懲戒処分（従業員の尊厳と健康を保証する）を有する。 1.12 
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判定基準 1.13 - UoCは、効果的な労働者の苦情処理のプロセスを提供する。 

 

 

根拠 

苦情および紛争は、雇用関係において不可避の一部である。労働者の苦情処理メカニズムは「紛争」「苦情」また

は「説明責任」メカニズムとも呼ばれ、労働者と雇用者の双方が職場の問題に効果的に対処する可能性を有する仕

組みを提供する。後者は、例えば、個人間の紛争や職場環境への苦情に関連するものである。 

効果的に実施された場合、これらのシステムは、紛争への対応ではなく、紛争以前の状態で当事者間の対話を促進

する。 

関連する参考文献:: 

o ILO 苦情の審査に関する勧告、1967年（第130号）。 

指標: 

1.13.1 UoCは、すべての従業員が周知しており、紛争への対応としてではなく紛争前の当事者間（例：従業員を

直轄しない管理者）における対話を促進するシステムを整備しなければならない。 

1.13.2 UoCは、すべての従業員が利用可能で適用可能な苦情処理手続を有しなければならない。 

1.13.3 UoCは、非報復要件事項を含む苦情処理手続を有さなければならない。 

1.13.4 UoCは、すべての苦情を提出から90日以内に処理しなければならない。 

1.13.5 UoCは、苦情、それに対する対応および救済措置を追跡しなければならない。 

1.13.6 UoCは、従業員の多様性を代表する構成員で構成された意思決定権を有する苦情処理を実行する委員会を

設置し、新たに母となった者および妊娠中の者、移住労働者などの脆弱な集団への特別な配慮を確保する

。 

1.13.7 UoCの苦情委員会は、苦情を公正に処理し、効果的な結果につなげ、必要に応じて対話を促進する。 

UoCは、効果的な労働者の苦情処理プロセスを提供する。 1.13 
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1.13.8 UoCは、苦情を提出する従業員／主体が希望する場合には機密の手続を提供し、苦情を調査するために必

要な範囲でのみ情報を共有する。 
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判定基準 1.14 - UoCは、安全で適切かつ衛生的な労働者の宿泊施設を提供する。 

 

 

根拠 

国連（UN）の世界人権宣言（UDHR）では、すべての人が、自身および家族の健康と福祉に十分な生活水準（住居を

含む）を享受する権利を有することが認められている。飼料生産を含む多くの分野では、労働者は雇用主が提供す

る宿泊施設に一定期間居住できる。これは特に、職場が遠隔地にある場合や、距離やその他の交通上の問題から労

働者が勤務場所に通勤できない場合に該当する。 

このような状況にある労働者は常に代替手段を見つけられるとは限らないため、雇用主が提供する宿泊施設は安全

で適切かつ衛生的でなければならない。 

関連参照文書： 

o ILO 労働者住宅に関する勧告、1961年（第115号）。 

 

指標: 

1.14.1 UoCは、寮を所有、リース、またはサービス提供者から契約しているか否かにかかわらず、職員およびそ

の家族に提供される寮施設が安全であることを保証しなければならない。これには、安全システムの規定

、緊急／逃亡経路、換気、熱・寒冷・騒音・臭気・粉じんからの保護、ならびに必要に応じた性別による

分離を含む適切なプライバシー管理が含まれる。 

1.14.2 UoCは、寮を所有、リース、またはサービス提供者から契約しているかにかかわらず、職員およびその家

族に提供される寮施設が清潔で衛生的であり、基本的ニーズを満たすことを確保しなければならない。 

1.14.3 UoCは、住宅の改善について協議するため、従業員代表と管理者との間の年次会合を設定しなければなら

ない。 

1.14.4 UoCは、寮施設が生産施設とは別に設置されていることを確保しなければならない。 

1.14.5 UoCは、賃料が合理的な範囲であり、従業員に提供される宿泊設備によってUoCが利益を得ないこと。 

1.14.6 UoCは、清潔で、必要に応じた性別による分離を含む適切なプライバシーを確保する、適切な衛生設備（

寮施設内）へのアクセスを提供しなければならない。 

UoCは、安全で適切かつ衛生的な労働者の宿泊施設を提供する。 1.14 
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判定基準 1.15 - UoCは、地域コミュニティの社会的・経済的な幸福の維持・向上に貢献する。 

 

 

根拠 

飼料産業の事業は、多くの場合、それらが立地する（しばしば遠隔地の）コミュニティの経済的な基盤の重要な一

部を構成している。同時に、雇用機会を提供する一方で、事業運営と地域コミュニティの間の相反する活動や利害

が緊張やその他の負の影響を招く恐れがある。例えば、事業実施の立地とコミュニティとの立ち位置関係、騒音、

臭気、粉じんなどの排出による影響、交通量の増加による影響等を巡るものがあり得る。 

本基準は、UoCに隣接のコミュニティへの影響力を自覚させ、建設的な関与を求めることを目的とするものである。 

 
40この指標の意図は、UoCが地域コミュニティに働きかけ、地域コミュニティと共同で必要に応じてモニタリングおよび行動計画を策定す

ることにある。ただし、地域コミュニティが関与を望まない場合は、共同プロジェクトは要さない。ASCは、すべての事例で地域コミュニ

ティが関与を望むとは限らないことを認識している。 

41ASCは環境・社会リスク・フレームワークの策定を進めている。「リスク審査」の定義はASC Vocabulary Portalを参照。 

指標: 

1.15.1 40UoCは、UoCの活動に起因する重大な負の社会的影響を定期的に特定し、回避または緩和するために、地

域コミュニティへ積極的に関与しなければならない。41 

1.15.2 UoCは、地域コミュニティがアクセス可能かつ適用可能な苦情処理手続きを有していなければならない。 

1.15.3 UoCは、コミュニティに対し、苦情の提出方法および苦情処理メカニズムの仕組みを周知しなければなら

ない。 

1.15.4 UoCは、非報復要件事項を含む苦情処理手続を有さなければならない。 

1.15.5 UoCは、UoCが起こした活動に起因するすべての苦情を、地域コミュニティが提出した日から90日以内に処

理しなければならない。 

1.15.6 UoCは、苦情、それに対する対応および救済措置を追跡しなければならない。 

UoCは、地域コミュニティの社会的・経済的な幸福の維持または向上に寄与

する。 
1.15 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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42ASCは、供給源を地産とすることが常に可能とは限らないことを認めている。UoCが地元を供給元とする努力を行ったものの、UoCのレビ

ューにより、例えば所要の技術知識を有するスタッフや所要の品質の物品が入手できないことが示された場合、地元を供給元とすること

は要件ではない。 

1.15.7 UoCは、社会的に脆弱な集団への特別な配慮を確保するため、地域コミュニティを代表する構成員を含む

、意思決定権を有する苦情処理のための委員会を設置しなければならない。 

1.15.8 UoCの苦情委員会は、苦情を公正に処理し、効果的な結果につなげ、必要に応じて対話を促進する。 

1.15.9 UoCは、苦情の提出者（個人または組織）が希望する場合には機密保持の手続きを提供し、苦情を調査す

るために必要な範囲でのみ情報を共有しなければならない。 

1.15.10 UoCは、UoCの活動に起因して、コミュニティ及びコミュニティのメンバーの食糧安全保障に対する権利、

及び土地と水を含む自然資源へのアクセスを制限したり、悪影響を与えたりしてはならない。 

1.15.11 UoCは、可能な限り42、雇用を含む商品およびサービスの供給源を地域コミュニティからによるものとす

る。 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ46 137 

 

判定基準 1.16 - UoCは、先住民や部族民の権利、文化、伝統的な領土を尊重する。 

 

 

根拠 

世界の資源の多くは、先住民および部族民が所有または管理する土地に所在する。国連は、90を超える国に3億

7,000万人以上の先住民および部族民が居住していると推計している。43これは、企業が先住民および部族民と頻繁

に密接な接触を持つことを意味し、これらの関係を改善することの重要性が高まっていることを示している。 

歴史的に、多くの先住民族および部族民は虐待、差別、周縁化を受けてきたが、これは現在でも多くの地域におい

て続いている。その結果、多くの先住民族および部族の人々は貧困と劣悪な健康状態のもとで暮らしており、彼ら

の文化、言語、生活様式は絶滅の危機に瀕している。先住民族および部族民は世界人口の5％を構成するが、世界の

貧困層の15％と極度の貧困層の3分の1を占めている。44多くの地域で、先住民の平均寿命は先住民以外の人々より短

い。45こうした現実に直面するなか、先住民族および部族の人々は、商業開発や企業活動の負の影響にとりわけ脆弱

であることが多い。46 

先住民および部族民が養殖事業の「地域社会」の不可欠な一部であることが多いという事実も相まって、企業には

先住民および部族民をオーナー、サプライヤー、請負業者、従業員として事業に関与させる機会がある。これはプ

ロジェクトの長期的な成功に寄与し、事業を地域社会に根付かせる助けとなり得る。 

関連参照文書： 

• ILO 先住民及び部族民、1989年（第107号） 

• ILO 先住民及び部族民、1957年（第169号） 

 

 
43UNDESA. 2017.世界の先住民族の現状 報告書（第VI巻）: https://social.desa.un.org/publications/state-of-the-worlds-

indigenous-peoples-volume-vi-climate-crisis 

44国際農業開発基金、先住民との関与に関する政策、2009年。

https://www.thegef.org/sites/default/files/publications/Indigenous_Peoples_Principle_EN.pdf 

45ST/ESA/328を参照。 

46国連グローバル・コンパクト。2013年。先住民族の権利に関する宣言に関するビジネス・リファレンス・ガイド。

https://www.unglobalcompact.org/docs/issues_doc/human_rights/IndigenousPeoples/BusinessGuide.pdf 

UoCは、先住民および部族民の権利、 

文化、伝統的な領域を尊重する。 
1.16 

https://social.desa.un.org/publications/state-of-the-worlds-indigenous-peoples-volume-vi-climate-crisis
https://social.desa.un.org/publications/state-of-the-worlds-indigenous-peoples-volume-vi-climate-crisis
https://www.thegef.org/sites/default/files/publications/Indigenous_Peoples_Principle_EN.pdf
https://www.unglobalcompact.org/docs/issues_doc/human_rights/IndigenousPeoples/BusinessGuide.pdf
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47この指標の意図は、UoCが地域コミュニティに働きかけ、地域コミュニティと共同で必要に応じてモニタリングおよび行動計画を策定す

ることにある。ただし、地域コミュニティが関与を望まない場合は、共同プロジェクトは要さない。ASCは、すべての事例で地域コミュニ

ティが関与を望むとは限らないことを認識している。 

48ASCは環境・社会リスク・フレームワークの策定を進めている。「リスク審査」の定義はASC Vocabulary Portalを参照。 

指標: 

1.16.1 47UoCは、UoCの活動に起因する重大な社会的影響を特定し、回避または緩和するために、先住民及び部族

民と積極的に関与しなければならない。48 

1.16.2 UoCは、先住民がアクセス可能で適用可能な苦情処理手続を持たなければならない。 

1.16.3 UoCは、先住民及び部族民に対し、苦情の提出方法および苦情処理メカニズムがどのように機能するかを

周知しなければならない。 

1.16.4 UoCは、非報復要件事項を含む苦情処理手続を有さなければならない。 

1.16.5 UoCは、UoCが起こした活動に起因するすべての苦情を、先住民及び部族民が提出した日から90日以内に処

理しなければならない。 

1.16.6 UoCは、苦情、それに対する対応および救済措置を追跡しなければならない。 

1.16.7 UoCは、（社会的に）脆弱な集団への特別な配慮を確保するため、先住民及び部族民を代表するメンバー

を含む、意思決定を行う苦情委員会を設置しなければならない。 

1.16.8 UoCの苦情委員会は、苦情を公正に処理し、効果的な結果につなげ、必要に応じて対話を促進する。 

1.16.9 UoC は、苦情を提出する個人または主体が希望する場合に秘密保持されたプロセスを提供し、苦情の実態

調査に必要な範囲でのみ情報を共有することを確保する 

1.16.10 UoC は、先住および部族の人々が法的または慣習的権利を有する、特別な文化的、生態学的、経済的、宗

教的または精神的意義/道義を持つ場所への活動権利およびアクセスを、制限または否定してはならない

。 

https://data.asc-aqua.org/asc-vocabulary/
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注: 

ASCは、将来のASC飼料基準に、自由意思による、事前かつ十分な情報提供に基づく同意（FPIC）指標を実装する意

向である。このテーマに関連する複雑性を踏まえ、ASCは一貫したFPIC指標を策定するため、業界横断的で広範な議

論に取り組んでいる。 

 

 
49ASCは、供給源を地産とすることが常に可能とは限らないことを認めている。UoCが地元を供給元とする努力を行ったものの、UoCのレビ

ューにより、例えば所要の技術知識を有するスタッフや所要の品質の物品が入手できないことが示された場合、地元を供給元とすること

は要件ではない。 

1.16.11 UoC は、UoC の活動に起因して、先住および部族の人々の食糧安全保障に関する権利、ならびに土地や水

を含む資源へのアクセスを、制限または否定的に影響してはならない。 

1.16.12 UoC は、可能な範囲で49、雇用を含む財およびサービスの供給源を、地域の先住民および部族の人々とす

る。 
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判定基準 1.17 - UoCは、適用される環境法及び規制を遵守する。 

 

 

根拠 

判定基準1.1の指標と組み合わせると、環境規制の遵守は、環境に配慮した養殖飼料セクターの発展のための基本的

な基盤を成す。 

 

 

指標: 

1.17.1 UoCは、適用されるすべての環境関連の法律及び規制を遵守し、それらの遵守のための制度を維持しなけ

ればならない。 

UoCは、適用される環境に関する法律及び規制を遵守している事。 1.17 
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判定基準1.18 - UoCは、水を責任を持って使用する。 

 

 

 

根拠 

淡水需要は、利用可能性の変化、人口増加、都市化、所得の伸び及び食生活の変化などの複数の要因により増加し

ており、農業生産が水の主要な消費先である。このため、この貴重な資源をめぐる競争が高まっている。飼料メー

カーは、水の使用量を認識し、生産プロセスの水効率を改善するために行動することが重要である。 

淡水の供給元（地表水、地下水）と地域の条件（降水量、生態系の感受性など）は、この資源の利用が自然環境に

有害か否かを判断するうえで極めて重要である。したがって、水使用のデータは供給源別に報告すべきである。 

 
50WCEPは、付録7の図4に示す管理フレームワークに組み込まれなければならない。 

- ここで、ステップ1における「intent」は「UoCは非効率な慣行の結果として水使用量を削減する」とあらかじめ定義されている、 
- ステップ2における「リスクファクター」は、「6年以内にWCEPの目的を達成しないこと」としてあらかじめ定義されている。 
- 「リスクアセスメント」はステップ3に従って実施される。 
- 「措置」には「慣行の改善」および「水の浪費が生じる箇所の大部分の除去」の両方が含まれ、ステップ4に従って実施され、 
- ステップ5aおよび5bに従ったプロセスの「監視」および「再実行」。 

51https://www.wri.org/aqueduct 

指標: 

1.18.1 UoCは、生産に伴う水消費量を、付録2のセクションA1に記載された方法に従って算定するものとする。 

1.18.2 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、サイトごとの水消費量を毎年ASCに報告するものとする。 

1.18.3 井戸を用いる場合、地下水位は季節変動を考慮して定期的に、かつ少なくとも年1回、測定し記録しなけ

ればならない。 

1.18.4 UoCは、可能な限り、非効率的な慣行に起因する水消費の削減を目的として、水資源保全・効率化計画（

WCEP）50を策定・実施しなければならない。WCEPには、責任ある慣行の特定、不適切とみなされる慣行か

らの転換、および責任ある慣行の拡大のための措置を、実効性のある期間内で進めることを含めなければ

ならない。 

1.18.5 UoCは、Aqueduct Water Risk Atlas51に従い、水需給の逼迫 が「高」または「極めて高」の地域で操業し

ているかどうかを、ASCデータ提出手続きに従ってASCに年次報告しなければならない。 

UoCは、水を責任を持って使用する。 1.18 

https://www.wri.org/aqueduct
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52リスク評価は、付録7の図4に示す管理フレームワークに組み込むものとする。 

- ここで、ステップ2におけるリスク要因は「UoCが生態系および地域社会のための水供給問題に寄与している」と事前定義し、 
- ステップ3に従ってリスクアセスメントを実施し 
- ステップ4の措置はUoCが管理できる範囲で実施しなければならない。 

1.18.6 Aqueduct Water Risk Atlasによる水逼迫状態が「高」および「極めて高」の地域において、UoCは、同じ

水供給元を利用する生態系および地域社会に対する水供給問題にUoCが寄与するリスクを最小化するため

、WCEP（1.18.51524）に十分な措置が含まれているかどうかを審査するため、年次でリスク評価を実施し

なければならない。 
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判定基準 1.19 - UoCは、責任を持って廃棄物を処理する。 

 

 

根拠 

効果的な廃棄物管理は、不必要に廃棄される材料の量を削減することで、資源が効率的に使用されることを確保す

る。危険物質を含む廃棄物が適切に処分され、害を及ぼさないことも確保する。飼料工場は廃棄物の削減を目指し

、それが不可能な場合には再利用またはリサイクルの方法を見出すべきである。すべての廃棄物は、安全かつ責任

ある方法で保管・処分しなければならず、とりわけ人および環境に有害であることが知られている物質を含む廃棄

物には特段の注意を払う必要がある。 

 

53WMPは、付録7の図4に示す管理フレームワークに組み込まれていなければならない。 

- その際、ステップ1の「意図」は「あらかじめ定義された『UoCは廃棄物を回避し、可能な限り資源を回収する』」とし、 
- ステップ2の「リスクファクター」は「あらかじめ定義された『WMPの意図を6年の期間内に達成できないこと』」とする。 
- 「リスクアセスメント」はステップ3に従って実施される。 
- 「措置」には、1) 実務の改善、2) 廃棄物発生の削減、3) 廃棄物回収の増加、4) 活動の適応（有害を非有害の廃棄物に置き換え）

、5) 廃棄物の責任ある処分の活用増加、6) 廃棄物の漏出箇所および廃棄物の損失、ならびに責任ある方法で処分されない廃棄物の

大部分の除去が含まれる。これらは、a) 化学廃棄物および有害廃棄物、b) 廃棄時に物理的危害を引き起こすことが知られている非

有害廃棄物（例：プラスチックに起因する海洋汚染の脅威）を対象とし、手順4に従って実施される 
- ステップ5aおよび5bに従ったプロセスの「監視」および「再実行」。 

指標: 

1.19.1 UoCは、付録2のA4節に示された方法に従って、生産に由来する廃棄物発生量を算出するものとする。 

1.19.2 UoCは、ASCデータ提出手続きに従って、場所ごとの廃棄物発生量を毎年ASCに報告するものとする。 

1.19.3 UoCは、可能な限り廃棄回避と資源回収を改善する目的で、文書化された廃棄物管理計画（WMP）53を策定

し実施しなければならない。WMPには、責任ある実務の特定と、不適切な実務から離れて責任ある実務を

増やすための措置を、意味のあるタイムライン内で含めなければならない。 

1.19.4 UoCは、化学薬品および有害な資材・廃棄物を安全な方法で取り扱い、保管しなければならない。 

1.19.5 UoCは、現場内のすべての化学薬品およびその他の有害廃棄物を把握しなければならない。 

UoCは、責任を持って廃棄物を処理する。 1.19 
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1.19.6 UoCは、再使用またはリサイクルされない廃棄物を、責任ある方法で廃棄しなければならない。UoCのサイ

ト外の非公式な場所への廃棄物の投棄およびポイ捨てを禁止する。 
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判定基準 1.20 - UoCは、責任を持って廃水を処理する。 

 

 

根拠 

水産養殖用飼料の生産から生じる排水は、正しく管理されなければ、人の健康および環境の健全性に問題を引き起

こし得る。したがって、飼料工場はそのような事象の発生を回避するための手順を整備しておくことが重要である

。 

 

 

 

54EMPは、付録7の図4に示す管理フレームワークに組み込まれていなければならない。 

- ここで、ステップ1の「意図」は「UoCは、生態系および人の健康の観点から、受水域への負の影響を低減する」とあらかじめ定義さ

れ、 
- ステップ2の「リスク要因」は「6年間の期間内にEMPの意図を達成できないこと」と定義され、 
- 「リスクアセスメント」はステップ3に従って実施される。 
- 「措置」には「実務の改善」、「懸念物質に対する排出上限または最低処理要件」、「漏えい防止および漏えい対応措置」が含まれ

、ステップ4に従って実施される 
- ステップ5aおよび5bに従ったプロセスの「監視」および「再実行」。 

指標: 

1.20.1 UoCは、付録2のA2節に示された方法に従って、生産に由来する排水量を算出するものとする。 

1.20.2 UoCは、ASCデータ提出手続きに従って、サイトごとの排水量を毎年ASCに報告するものとする。 

1.20.3 認証単位は、生態系および人の健康の観点から受入水域への悪影響を低減することを意図して、排水管理

計画（EMP）54を策定し実施しなければならない。計画には、責任ある慣行の特定と、不適切な慣行から

移行して責任ある慣行を増やすための措置を実効的な期限内に実施することを含めなければならない。ま

た、流出防止および流出時の対応措置を含めなければならない。 

UoCは、責任を持って排水する。 1.20 
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判定基準 1.21 - UoCは、責任を持ってエネルギーを使用し、温室効果ガス (GHG) の排出量を監視

する。 

 

 

根拠 

水産養殖用飼料の生産に使用されるエネルギーは、経済的コストの要因であるだけでなく、有限な天然資源の枯渇

や、化石燃料の燃焼に伴う温室効果ガス（GHG）およびその他の汚染物質の排出にも寄与しうる。世界の気候が変化

していること、そしてそれが人間活動に由来する温室効果ガス排出量の増加と密接に関連していることについては

、科学的な全体合意がある。水産養殖用飼料の供給網における温室効果ガスの大部分の排出は、上流の飼料原料の

生産段階で発生し、作物生産のための森林伐採、圃場での肥料使用、漁業における燃料使用が含まれる。一方、飼

料工場からの直接排出は、典型的にエネルギー、とりわけ化石燃料の燃焼に関連している。したがって、関連する

経済的・環境的コストを最小化するために、エネルギーを可能な限り効率的に使用することが重要である。化石燃

料に代わる供給源の利用が推奨される。異なるエネルギー供給源は、燃料の燃焼に伴う直接排出と、電力の発電や

燃料の採掘・精製・輸送に伴う間接排出の双方を通じて、環境に対して異なる影響をもたらす。したがって、再生

可能エネルギーの構成比を含め、特定のエネルギー供給源ごとに結果を内訳することが重要である。飼料工場は、

自社の直接事業からの温室効果ガス排出量を測定し、それらを削減するための活動に取り組むことで、気候変動の

緩和における役割を果たすべきである。 

 

55EEMPは、付録7の図4に示すマネジメントフレームワークに組み込まれていなければならない。 

- ここで、ステップ1における意図は「あらかじめ『UoCがエネルギー効率を改善し、かつ／または再生可能エネルギーの供給源からの

エネルギーの割合を増加させる』と定義されている」こと、 
- ステップ2のリスク要因は「6年間でEEMPの意図を達成しないこと」として事前に定義する。 
- 「リスクアセスメント」はステップ3に従って実施される。 
- 「措置」には、慣行の改善、エネルギーの無駄の大部分の除去、UoCが実行可能と判断する場合には非再生可能エネルギーの供給源

を再生可能エネルギーの供給源に置き換えることが含まれ、ステップ4に従って実施されること、そして 
- ステップ5aおよび5bに従ったプロセスの「監視」および「再実行」。 

指標: 

1.21.1 UoCは、付録2のA3節に示す方法に従い、生産に伴うエネルギー消費量を算出しなければならない。 

1.21.2 UoCは、ASCデータ提出手続きに従って、サイトごとのエネルギー消費量を毎年ASCに報告しなければなら

ない。 

1.21.3 UoCは、エネルギー効率を改善し、再生可能エネルギーの供給源からのエネルギーの割合を増加させるこ

とを意図したエネルギー効率管理計画（EEMP）を策定し、実施するものとしする。55EEMPには、責任ある

実践の特定、不適切な実践から離れて責任ある実践を増やすための措置を、実効性のあるタイムライン内

で実施することを含めなければならない。 

認証単位は、責任を持ってエネルギーを使用し、温室効果ガス（GHG）排出

量を監視する。 
1.21 
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56温室効果ガスの算定において、魚種別の結果はASC養殖場基準の適用範囲内にある魚種に対してのみ要求され、ASC養殖場基準に記載さ

れた一般的な魚種群（カレイ目の魚類基準、サケ科など）を参照してもよい。 

1.21.4 UoCは、付録2のB節に示す方法に従い、年間の（魚種別）生産製品1トン当たりのCO2換算kgで温室効果ガ

ス（GHG）排出量を算出しなければならない。56 

1.21.5 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、（公開およびASCへの提出の両方として）年間の温室効果ガス（GHG

）排出量を、（魚種別の）製品の年間生産量1トン当たりのCO2換算のkgで報告する。 
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 59 

UoCは責任ある供給源から原料を調達しする

。 

原則2 
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判定基準 2.1 - UoCは、サプライヤー行動規範 (Code of Conduct) を実現する。 

 

 

根拠 

サプライヤー行動規範は、養殖用飼料に投入される原料の潜在的な社会・環境リスクを管理するための重要な出発

点である。この行動規範は、飼料工場とそのサプライヤー（原料製造業者およびそれらに原料を供給する製造業者

など）の間で、持続可能性に関する期待についてのコミュニケーションをいっそう促進するためのツールであり、

そのため公開されるのが最善の選択である。行動規範の目的は、社会環境への影響リスクに対する認識を高め、緩

和策が開始することを確認することである。これに対し、飼料工場が実施するデューデリジェンスは、これらのリ

スクのうちより差し迫ったもののみに対処し、供給網（原料製造者や原料生産者など）においてこれらのリスクが

適切に扱われていることを確保するため、飼料工場による詳細なレビューを要する。 

指標: 

2.1.1 UoCは、少なくとも指標2.1.3〜2.1.8に掲げる事項を含むサプライヤー行動規範を効果的に実施しなけれ

ばならない。 

2.1.2 UoCは、サプライヤー行動規範（指標2.1.1）を公開しなければならない。 

2.1.3 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは、原料製造者に対し、最低限、次に定義されるライセ

ンスおよび許可に関連する指標を満たすことを要求する： 

o 基準1.1（法的なライセンスおよび許可） 

2.1.4 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは、原料製造者に対し、最低限、次に定義される環境お

よび社会に関連する指標を満たすことを要求する： 

o 基準1.3（関連する労働法の法令遵守） 

o 基準1.4（強制労働、債務労働または強制労役） 

o 基準1.5（児童および若年従業員の保護） 

o 基準1.6（差別） 

o 基準1.7（安全で健全な作業環境） 

o 基準1.8（結社の自由および団体交渉） 

o 基準1.9（労働者と透明性のある契約を結ぶ） 

o 基準1.10（法的賃金） 

UoCは、サプライヤー行動規範を実施する。 2.1 
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57UoC、原料製造業者、および原料製造業者の供給源製造業者は、サプライヤー行動規範を満たしているか否かを宣言する際には、次の解

釈を用いるものとする。すなわち、2.1.3および2.1.4に記載のすべての要件および指標が完全に満たされているか、またはそれらが満た

されることを確実にするための措置が実施されている（付録7、図4、ステップ4を参照）。言い換えると、原料製造業者に原料を供給する

製造業者が、UoCの原料製造業者に対して宣言する。 

o 基準1.11（労働時間） 

o 基準1.12（懲戒処分） 

o 基準1.13（労働者の苦情処理手続一連動作） 

o 基準1.14（適正な宿泊施設） 

o 基準1.15（コミュニティ参加） 

o 基準1.16（先住民） 

o 基準1.17（関連する環境法の法令遵守） 

o 基準1.18（水の使用） 

o 基準1.19（廃棄物管理） 

o 基準1.20（排水管理） 

o 基準1.21（エネルギー消費） 

o 指標3.4.2および3.4.3（製品特性） 

2.1.5 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは、サプライヤー行動規範を満たさない原料製造者から

の購入を中止することを伝える。 

2.1.6 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは原料製造者に対し、サプライヤー行動規範（指標

2.1.1）への適合状況をUoCに申告することを要求しなければならない。57 

2.1.7 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは原料製造者に対し、指標2.1.6に関する重要な変更が

生じた場合にはUoCに通知することを要求しなければならない。 

2.1.8 サプライヤー行動規範（指標2.1.1）の中で、UoCは原料製造者に対し、同一の趣旨を有する同等の要求事

項（指標2.1.1）を当該原料製造者のサプライヤー（購買飼料原料の製造者など）に伝達することを要求

しなければならない。 
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判定基準 2.2 - UoCは、原料メーカーや一次原料の生産に関するデューデリジェンスを行う。 

 
 

根拠 

デューデリジェンスは、養殖用飼料に含まれる原料の起源と潜在的な影響を理解するための経路を提供する。第一

歩として、飼料工場は、自社の原料の起源に関するトレーサビリティ（追跡可能性）の向上について継続的改善に

努めなければならない。この基準では、UOC は主要な原料とその原産国 (海洋成分の場合は漁場) を公表しなけれ

ばなりません。次に、3年以内に、UoCは植物由来の原料について原産国内の地域を特定しなければならない。可視

性の向上により、飼料工場は、これらの原料が飼料工場に納入される前に引き起こしている潜在的な悪影響につい

て、より意味のあるデューデリジェンスを実施できる。 

サプライヤー行動規範は、意識を高め、サプライチェーンと協力するための第一歩として自己宣言に依存し、より

広範なトピックをカバーしている。これに加えて、原料製造者施設および原料生産レベルでのより深刻なリスクの

詳細な審査を含むデューデリジェンスがある。 

 
58そして、関連する場合には、トレーダーなどの他の上流の事業体。 

59以下の飼料添加物には、UoCが受け取る年間総原料重量（体積）の1%を超える場合でも、デフォルトで免除が適用される: プレミックス

、ビタミン、ミネラル、微量元素、着色料。 
60このパーセンテージは、各個別の製造者からのユニークな原料を指す。 

61供給者および/または製造者の名称または識別、ならびに餌の配合に関する情報で、公に開示することが求められていない商業上の機微

情報には免除が適用される。 

指標: 

2.2.1 UoCは、原料製造者および主要原料生産に関するデューデリジェンスを実施するために必要な関連情報を

提供協力するよう、原料製造者58に要求しなければなりません。 

2.2.2 UoCは、UoCが受け取る年間総原料重量（体積）の1%を超えるすべての原料について、正確かつ最新のリス

トを維持しなければならない。5960リストには以下の情報を含める必要がある: 

o 原料の製造者の名前と連絡先詳細; 

o 原料の主要原料; 

o 陸上の主要原料については、原産国; 

o 海洋の主要原料については、原産漁場。 

2.2.3 UoCは、リストに記載された原料、それらの主要原料、および主要原料の生産が行われる国／主要原料の

漁獲漁業を毎年公表しなければならない（指標 2.2.2）。61 

UoCは、原料製造者および主要原料の生産に対してデューデリジェンスを実

施する。 
2.2 
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62ある原料が複数の国／漁業に由来する主要原料（すなわち混合ロット）で構成される場合、全体のリスクは、経路1／国別リスクスコア

カードに従ってリスクが最も高い国／漁業によって決定される。例えば、3か国で生産された小麦を原料とする小麦グルテンは、リスクプ

ロファイルが最も高い国（または国々）に従って分類される。 

63言い換えれば、飼料添加物の原料製造者についてはデューデリジェンスは不要である。 

64言い換えれば、非海洋由来および非植物由来の原料、例えば飼料については、デューデリジェンスは不要である。 

65海産原料に対するデューデリジェンスには、漁業に由来するすべての製品、ホールフィッシュ（丸魚）および副産物を含めるものとし

、EUの陸揚げ義務の下で留保された混獲は除外する。養殖由来の副産物にも同様の除外が適用される。 

66言い換えれば、適用可能なすべてのリスクレベルについて許容される水準が決定された場合に、デューデリジェンスはクリアとなる。 

67これらの要件の可視化は、付録5の図1および図2に示されている。 
68言い換えれば、適用可能なすべてのリスクレベルについて許容される水準が決定された場合に、デューデリジェンスはクリアとなる。 

69これらの要件の可視化は、付録5の図1および図2に示されている。 

2.2.4 UoCは、第2回目の認証サイクル開始時以降、主要原料の生産が行われる国の国内における生産地域を毎年

公表しなければならない。これは陸上植物由来の原料にのみ適用される。 

2.2.5 UoCは、表1に列挙されたリスクアセスメントについて、付録3で定義された4つの経路のいずれかを用いて

、自社の海洋由来原料、植物性原料およびその他の飼料の原料製造者に対しデューデリジェンスを実施し

なければならない。6263 

2.2.6 UoCは、表1に列挙されたリスク要因について、付録3で定義された4つの経路のいずれかを用いて、主要な

海洋および植物の原料生産に対してデューデリジェンスを実施しなければならない。6465 

2.2.7 UoCは、「漁業／セクター評価」または「原料製造者評価」の2つの経路のいずれかが選択される場合にお

いて、付録7の図4に示されたリスクマネジメント枠組みの5つの手順すべてに従わなければならない。 

2.2.8 UoCは、2.2.5で言及されているリスク要因について、原料製造業者に対するデューデリジェンスの結果が

低リスクを示しているサプライチェーンのみを供給源とすることを確実にするための仕組みを有するもの

とする。6667 

2.2.9 UoCは、2.2.6で言及されているリスク要因について、該当する各一次原料の生産に対するデューデリジェ

ンスの結果が低リスクを示す場合に限り、海洋由来および植物由来の原料のみを供給源とすることを確実

にするための仕組みを有するものとする。6869 

一次原料の生産について、デューデリジェンス経路1（ASC Country Scorecards）、経路2（業界／セクタ

ー／漁業審査）、経路3（原料製造業者審査）の結果が中リスクを示す海洋由来および植物由来の原料に

ついては、例外が適用される。その場合、UoCは、以下の条件に従って当該原料を供給源とすることがで

きる： 
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70許容されるリスク水準の可視化は、付録3の表2に示されている。 

71適格原料および非適格原料の詳細については付録5を参照のこと。 

72中リスクのカテゴリー1植物性原料の詳細は付録5を参照のこと。 

73デューデリジェンスの結果が高リスクを示す場合は、免除が適用される。 

a) 原料製造者に対するデューデリジェンスの結果は、指標2.2.5および2.2.8に従い、4つのデューデリ

ジェンスの経路のいずれかを用いて低リスクを示さなければならない。70 

b) 原料は、ASCマスバランス生産モデルの飼料および非ASC飼料での使用に向け、非適格原料71として調

達されるものとする。 

c) 調達は、ASC飼料基準v1.2の発効日である2026年2月2日から3年間認められる。この3年間の終了時点

（2029年2月2日）に、その後のASC審査時点で調達され使用中であるすべての原料は、主要原料生産

に関して低リスクとして分類されるものとする。 

d) デューデリジェンス報告書は、各審査ごとに低リスクの主要原料生産の割合が増加していることを示

さなければならない。これは指標2.2.10に従って公開され、ASCに報告されるものとする。 

e) 原則2のデューデリジェンスの下で許容される中リスクが立証された植物性原料は、指標5.1.1〜

5.1.3及び5.1.7の対象となる72。 

2.2.10 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、実施したデューデリジェンスの結果の概要と、UoCごとに選択した

各経路を、毎年公表しASCに報告するものとする。73 

2.2.11 すべての場合において、「漁業／セクター評価」または「原料製造者評価」の経路（付録3参照）が選択

されたとき、UoCは、付録3の各経路のb.で要求される証拠を含む、UoCごとの最新の要約報告書を、ASCデ

ータ提出手続きに従って公表し、ASCと共有しなければならない。 

2.2.12 すべての場合において、「漁業／セクター評価」または「原料製造者評価」の経路（付録3参照）が選択

されたとき、UoCは、付録10に従い、有能な者、チームまたは組織のみがデューデリジェンスを実施する

ことを確保しなければならない。 

2.2.13 UoCは、付録11に従い、自らの原料サプライチェーンおよびそのリスクに特有のプロセスについて、責任

を明確に定義した文書化手順を実施しなければならない。 
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 66  

UoCは、適格原料の投入および飼料の生産量

を計上する。 

原則3 
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判定基準 3.1 - UoCは、原料投入・産出の記録システムを導入する。 

 

 

根拠 

養殖は、より広い水産物セクターの一部として、食品偽装、特に製品の誤表示や魚種のすり替えに対して非常に脆

弱である。これに加え、使用される原料の期限および養殖用飼料の生産に関連するサプライチェーンの複雑性を起

因するトレーサビリティ（追跡可能性）の課題がある。 

ASC飼料運営委員会は、ASC飼料基準が発表される時点で、ASC適合飼料を生産するための持続可能に認証された原料

の十分な量が存在する可能性は非常に低いことを理解している。それまでの間、最初のステップとして、飼料工場

はASCが認める2つの生産モデルのいずれか、または両方を使用することができ、ASC適合飼料は以下の2つの形態に

従って提供される可能性がある。マスバランス生産モデル（適格原料と非適格原料の両方を含む）または分別生産

モデル（適格原料のみを含む）。しかしながら、飼料工場には、ASC適合性の飼料のために、適格原料の供給源を一

層拡大してことを奨励する。 

分別生産モデルで飼料を生産するためには、飼料工場は生産の全段階で適格原料と非適格原料を識別し、分別する

必要がある。 

マスバランス生産モデルで飼料を生産するためには、飼料工場は、マスバランス生産モデルで生産された飼料の出

荷量をカバーするために、入荷する適格原料の量を確保する会計システムを整備する必要がある。 

 
範囲指標3.1.1 - 3.1.3 – すべてのUoC 

指標: 

3.1.1 UoCは受け取ったすべての原料を記録しなければならない。これには以下が含まれる： 

o 供給者の氏名および連絡先; 

o 出荷日および納品日; 

o 製造者の氏名および連絡先; 

o 原料名/固有識別子; 

o ユニークバッチ番号/ロットコード 

o 国（指標2.2.3および2.2.4で要求される場合は地域）または主要原料の漁獲/漁業； 

o 受入数量（kgまたはt）； 

o 原料が遺伝子組換え原料で構成されるか、またはそれを含むかどうか； 

o 原料が抗生物質で構成されるか、またはそれを含むかどうか。含む場合は配合量（mgまたはg/kg）； 

o 適用されるCoC認証の有効性； 

UoCは、原料の受入・払出計上システムを実装する。 3.1 
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範囲指標3.1.4—マスバランス生産モデルを用いるUoCのみ 
 

 
 

o 原料製造者レベルおよび原料レベルの双方において、原則2 デューデリジェンスで示されるリスクレ

ベル； 

o 原則4で定義される海産原料の持続性区分； 

o カテゴリ1）大豆およびアブラヤシ由来の原料、ならびにカテゴリ2）最も使用量の多い植物性原料に

関する合法的な森林伐採／転換のリスク 

3.1.2 UoCは、出荷したすべての製品について、次を含めて記録すること： 

o 顧客の氏名および住所 

o 出荷手続日および物理的出荷日； 

o 製品名／固有識別子； 

o 出荷数量（kgまたはt）； 

o 製品が遺伝子組換え原料で構成されるか、またはそれを含むかどうか； 

o 製品が抗生物質で構成されるか、またはそれを含むかどうか。含む場合は配合量（mgまたはg/kg）； 

o 製品がASCの分別生産モデルの下で出荷されたかどうか 

o 製品がASCのマスバランス生産モデルの下で出荷されたかどうか 

3.1.3 UoCは、付録12に列挙された要求事項を含む、ASC製品の非適合製品を管理するための文書化された手順を

有すること。 

指標: 

3.1.4 UoCは、付録13の要件を満たす原料会計システム（IAS）を運用しなければならない。 
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適用範囲 指標3.1.5および3.1.6―分別生産モデルを使用するUoCのみ 
 

 
 

指標: 

3.1.5 UoCは、付録14の要件を満たし、原料の識別情報が記録されることを確保する文書化されたトレーサビリ

ティ（追跡可能性）システムを整備しなければならない。これは、受入時の原料およびそこから製造され

たあらゆる製品を含め、UoC内部のすべての工程から出荷までを対象とする。 

3.1.6 UoCは、混合を防止するため、ASC適格原料と非適格原料が受入からUoC内部のすべての工程を経て出荷に

至るまで分別状態を維持することを確保する、付録14の要件を満たすシステムを整備しなければならない

。 
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判定基準 3.2 - UoCは、適格原料を決定し、そのマスバランス適格量を計算する。 

 

 

根拠 

この基準の持続可能性の指標への適合には、工場に搬入される原料の正確な分類が必要である。UoC が供給源から

調達できるすべての原料が、マスバランス適格量に算入されるわけではありません。本判定基準の指標は、この計

算の要件を定める。 

適用範囲 指標3.2.1–3.2.4―マスバランス生産モデルを使用するUoCのみ 

範囲 指標3.2.5 - 分別生産モデルを用いるUoCのみ 

 
74他のマスバランス計算手法はASCが審査し、将来的に受け入れられる可能性がある。 

75計算およびプロセスに関する追加の指針は、ASC飼料基準解釈マニュアルの該当箇所を参照すること。 

76例えば、水の除去や添加、廃棄物の除去による場合など。 

指標: 

3.2.1 UoCは、どの原料が適格原料であるかを決定し、付録5の手順に従ってマスバランス適格量を計算し、計算

手順の詳細を記録しなければならない。 

3.2.2 UoCは、12か月（1月から12月）の期間で年次のマスバランス計算を実施し、付録14のバランス計算手順に

従うものとする。74 

カテゴリ1の植物原料（大豆およびパーム油由来の原料）について、UoCは、供給源からの適格な原料の量

が、各会計期間中に販売されたASCへの適合性を有する飼料で使用された適格量に等しいかそれ以上であ

ることを確実にする。75 

3.2.3 UoCは、最終製品の製造に用いる前の原料のいかなる加工が、受領時と使用時の間で重量または体積に5％

を超える変化をもたらす可能性があるかどうかを審査しなければならない。76当該の変化が特定された場

合、前処理に起因する重量（または体積）の差異を特定/確定し、記録し、マスバランス適格量の計算に

組み込むものとする。 

3.2.4 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、マスバランス生産モデルの下で販売された製品の総販売量を各UoC

ごとにASCへ年次報告すること。 

 

UoCは適格原料を決定し、マスバランス適格量を計算する。 3.2 
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指標: 

3.2.5 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、分別生産モデルの下で販売された製品の総販売量をUoCごとにASCへ

年次報告すること。 
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判定基準 3.3 - UoCは、製品を正しく表示すること。 

 

 

根拠 

ASC飼料基準の普及を促進するため、UoCは生産量の一部のみをASC適合飼料として販売してよい。本ASC飼料基準の

初版は、製造者が2つの生産モデル（ASC分別生産モデルおよびASCマスバランス生産モデル）から選択することを認

める。本規準の指標は、使用する生産モデルに応じて最終製品に行うことができる表示（または識別）の要件を定

める。 

注: 

両方の生産モデルは、いつでもUoCで併用可能である。 

 

適用範囲 指標3.3.1–3.3.2—すべてのUoC 

 

 

 

範囲指標3.3.3 ― マスバランス生産モデルを使用するUoCのみ 

 
77詳細はASCのラベルユーザーガイドを参照するか、licensing@asc-aqua.orgに連絡すること。 

指標: 

3.3.1 UoCが、取引業者や販売業者などASC認証の養殖場以外の事業体にASC製品を販売する場合、UoCは次を行う

こと。 

o ASC製品を、改ざん防止かつトレーサビリティ（追跡可能性）のあるラベルまたはシールで梱包する

こと（例：容器や袋が開封された時点を示す識別可能なラベル／シール）。 

o 当該事業体によるUoCの名称の不正使用やUoCの包装の再使用を防止する仕組みを有すること。 

o 当該事業体から、所有中にASC製品の不正使用または改ざんを許可しないという書面による誓約を取

得すること。 

o 当該事業体から、指標3.3.3および3.3.4に適合する文書が、次の事業体またはASC認証の養殖場まで

製品に添付されることを確保する旨の書面による誓約を取得すること。 

3.3.2 UoCは、認証取得から3か月以内にASC飼料ライセンス契約に署名しなければならない。77 

UoCは製品を正しく表示すること。 3.3 

https://asc-aqua.org/business/our-label/
mailto:logo@asc-aqua.org
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範囲指標3.3.4 ― 分別生産モデルを使用するUoCのみ 

 

 

 
78詳細はASCのラベル使用ガイドを参照すること。 

指標: 

3.3.3 UoCは、マスバランス生産モデルで販売されるすべての飼料について、適用された生産モデルを含む許容

される飼料に関する表示78を用いて、密封された飼料袋に物理的に、また関連する販売文書上にも製品を

識別しなければならない。ASCラベルは使用してはならない。 

指標: 

3.3.4 UoCは、分別生産モデルで販売されるすべての飼料について、認証書の別紙に記載された飼料名に従った

飼料名称の一意性を用い、その後に適用された生産モデルを含む許容される飼料に関する表示78を付して

、密封された飼料袋に物理的に、また関連する販売文書上にも製品を識別しなければならない。ASC商標

は条件付きで使用できる。 

https://asc-aqua.org/wp-content/uploads/2023/03/091-Feed-logo-claims-use-guidance-February-2023.pdf
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判定基準 3.4 - UoCは、製品の特性について透明性を持つ。 

 

 

根拠 

食べ残された飼料および代謝副産物の結果として、窒素とリンが魚のペン周辺の水域に放出される。適切に管理さ

れなければ、遠洋や底生生物の生態系に大きな変化をもたらす可能性がある。飼料会社は、飼料に含まれる栄養分

に基づく栄養分排出量の推定値を顧客に提供することで、飼料が地域の環境に与える潜在的な影響をよりよく理解

できるよう支援することができる。飼料に遺伝子組み換え作物 (GMO) を使用することは認められているが、それを

開示しなければなりません。遺伝子改変植物は世界中の養殖および動物用飼料で一般的に使用されているが、一部

の消費者および小売業者は、遺伝子組換えである、または遺伝子組換え原料を含む飼料で飼育された養殖魚を含む

食糧製品を識別できるようにしたいと望んでいる。遺伝子組み換え作物の使用に関する文書を顧客に提供する必要

しなければならない。この要件は、小売業者や消費者が十分な情報を得た上で選択できるように、飼料中の遺伝子

組み換え原料（0.9％より多い成分）に関する透明性を確保するものである。 

 
79すべての買い手には、ASC以外の養殖場も含まれる。 

80遺伝子組換え生物のトレーサビリティ（追跡可能性）および表示、ならびに遺伝子組換え生物から生産された食糧および飼料製品のト

レーサビリティ（追跡可能性）に関するEU規則1830/2003。 
81遺伝子組換え生物のトレーサビリティ（追跡可能性）および表示、ならびに遺伝子組換え生物から生産された食糧および飼料製品のトレ

ーサビリティ（追跡可能性）に関するEU規則1830/2003で定義されるとおり。 

指標: 

3.4.1 UoCは、要求に応じて検証可能な補足文書とともに、各飼料製品のたんぱく質％、炭素（C）％、窒素（N

）％、リン（P）％含有量を、その製品のすべての79買い手に開示しなければならない。 

3.4.2 79UoCは、飼料製品に0.809％を超える遺伝子組換え生物（GMO）またはGMOから生産されたマクロ原料が含

まれている場合、当該製品の全購入者に開示しなければならない。81 

3.4.3 UoCは、各飼料製品について、当該製品の全購入者に対し、次の事項を開示しなければならない。79 

o 添加された抗生物質またはその他の医療用途の飼料添加物の有効成分および配合量（製品1キログラ

ム当たりmgまたはg) 

o 世界保健機関（WHO）がヒト医療にとって極めて重要な抗菌剤としてリストしたいかなる抗菌剤につ

いても、その配合量（製品1キログラム当たりmgまたはg） 

UoCは製品の特性について透明性を有する。 3.4 
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82この情報は、ASC養殖場基準におけるFFDR（魚粉／魚油の餌料魚依存比）およびFFER（魚飼料等価比）の算出に必要である。 
83温室効果ガスの算定において、魚種別の結果はASC養殖場基準の適用範囲内にある魚種に対してのみ要求され、ASC養殖場基準に記載さ

れた一般的な魚種群（カレイ目の魚類基準、サケ科など）を参照してもよい。 

84ASC養殖場基準の指標2.12.3は、養殖対象の魚種と同一属由来のタンパク質を含む飼料の使用を認めない。例外として、同属のタンパク

質加水分解物が10,000ダルトン未満であることが証明できる場合は、使用が許可される。 

85すべての買い手には、ASC以外の養殖場も含まれる。 

3.4.4 UoCは、各飼料製品のホールフィッシュ（丸魚）由来海産原料の配合水準に関する以下の情報を、ASC認証

の養殖場およびASC認証を申請する養殖場に開示しなければならない。82 

o ・餌料漁業由来の魚粉の割合（％ 

o ・餌料漁業由来の魚油の割合（％ 

o ・魚1kg当たりの魚粉収率（％ 

o ・魚1kg当たりの魚油収率（％ 

o 魚油のEPAおよびDHA含有量（% 

3.4.5 UoCは、要求に応じて、ASC温室効果ガスデータ提出様式を用い、各飼料製品（魚種別83）の温室効果ガス

排出量をASC認証の養殖場およびASC認証を申請中の養殖場に開示する。 

3.4.6 UoCは、各飼料製品84（魚種別）で使用された動物の魚種を、当該製品のすべての購入者85に開示する。 
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UoCは、責任を持って海産原料を調達する。 

原則4 
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判定基準 4.1 - UoCは、(全魚の) 海産原料の大部分の持続可能性レベルを向上させる。 

 

 

根拠 

海産原料は必須栄養素を供給するため、水産養殖用飼料産業において重要な役割を果たす。この重要な役割を踏ま

えると、環境面および社会面の懸念があるにもかかわらず、海産原料が世界の飼料原料供給の一部として存続する

と予見される。ASCはこれを認識し、影響に対処し軽減する効果的な手段として、時間の経過とともに供給源の漁業

の持続可能性を向上させるよう、漁業および海産原料生産業界に対してインセンティブを設けることを目指す。 

世界の（餌料漁業）における持続可能性のパフォーマンスに差異があることを踏まえ、4つの持続可能性レベルを特

定した改善モデル（「多数持続性レベル」）が策定された（持続可能性レベル L1～L4。付録4参照）。この改善モデ

ルは、ホールフィッシュ由来海産原料の過半の数量（50～100％）に適用される。少数の数量（0～49％）は、残り

のいずれのレベル、またはそれらの組み合わせに割り当てることができる。この柔軟性により、改善制度に取り組

む供給源の漁業が市場アクセスを維持できるように保証される。これは継続的な改善を促す重要なインセンティブ

である。総じて、多数持続性レベルは、環境的持続性の観点で世界の（餌料漁業）が直面する否定できない相違と

課題を調整しつつ、飼料工場が単一のグローバルなモデルに適合させながら各社の調達改善を進めることを可能に

する。 

飼料工場は、最近の丸魚由来海産原料の調達プロファイルに基づき、定義された任意のレベルから参入できる。そ

の後、丸魚由来海産原料の多数持続性レベルは時間の経過とともに改善しなければならない（過半の数量は3年ごと

に1レベル上がる）。 

ASCは、Aquaculture Dialoguesで言及されているとおり、海産原料に使用される原料の100%が、MSC認証または同等

の漁業を供給源とすることを、時間の経過とともに要求する。したがって、これは主要持続性レベル（MSL）の改訂

版における第5レベルとなる。この第5レベルの実現可能性の検討は、基準の改定プロセスを通じ、需要量と供給可

能量を慎重に検討したうえで判断される。同様に、マスバランスの使用は見直され、適切かつ実行可能な場合には

、分別供給への移行が検討される。 

 

指標: 

4.1.1 UoCは、魚類の副産物およびホールフィッシュ（丸魚）由来の海産原料の受領量を算出しなければならな

い。ホールフィッシュ（丸魚）原料は表3のカテゴリ1～4に従ってスコア化し、付録4に示す方法に従って

UoCの主要持続性レベル（MSL）を算出する。 

4.1.2 初回審査において、UoCは自らのエントリーレベル（EL）を算出しなければならない。ELは初回審査の直

前24か月間のMSLである。 

UoCは、自社のホールフィッシュ由来海産原料の大部分の持続可能性レベル

を向上させる。 
4.1 
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4.1.3 UoCのELは少なくとも1でなければならない。例外として、初回の認証サイクルの初年度内にEL0（ベース

ライン）からMSL1へ移行するための仕組みが整備されていることをUoCが示せる場合には適用される。 

4.1.4 UoCは、初回の認証サイクル期間中（各サーベイランス審査時）に、自らのMSLを少なくともELと同等に維

持しなければならない（付録4）。 

4.1.5 UoCは、各後続の認証サイクルにおいて、主要持続性レベル（MSL）を最低でも前回の認証サイクルのレベ

ルより1段階高めなければならない（付録4）。 

例外として、UoCが海産原料について単一の漁業に依存し、供給の切り替えが不可能であることを示せる

場合、FIPの進捗軌道に整合させるため、現行の全体MSLのままサイクルを最長3年間延長することが認め

られる。裏付けとなる証拠（供給元の漁業、FIP進捗の状況、完了見込み時期）は、ASCの審査報告書の付

録として追加しなければならない。 

4.1.6 UoCは、後続の認証サイクルにおける各サーベイランス監査で、自らのMSLを維持しなければならない。 

4.1.7 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、UoCごとの主要持続性レベル（MSL）を、毎年（公的におよびASCに

対して）報告しなければならない。 

4.1.8 UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、UoCごとの使用した海産原料の数量を、毎年（公的におよびASCに対

して）報告しなければならない。 
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UoCは植物原料を責任ある形で調達する。 

原則5 
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判定基準 5.1 - UoCは、森林破壊・転換のないサプライチェーンを目指す。 

 

 

根拠 

 

水産養殖業は世界の農業生産量の比較的小さな割合しか消費しないが、世界の水産養殖用飼料の原料量の約75%86は

農業に由来する。したがって、水産養殖用飼料産業は農業が生み出す負の影響と切り離せない関係にある。 

農業の主要な懸念は、（熱帯および温帯の）森林の森林伐採と、（サバンナや草原などの）他の自然生態系の転換

による農地の拡大である。国連の持続可能な開発目標は、この主要な懸念に対してSDG 15を通じて明示的に取り組

んでおり、「陸域生態系の保護、回復および持続可能な利用の促進、森林の持続可能な管理、砂漠化の対策、土地

の環境劣化の阻止と回復、生物多様性の損失の阻止」を掲げている。 

森林伐採と土地転換の影響は多岐にわたる。森林および他の自然生態系は、二酸化炭素を吸収して固定することで炭

素吸収源として機能する。さらに、これらの生態系は多くの魚種の生息地を提供し、その結果として生物多様性の保

全に寄与し、地域の気候調節にも寄与し、適切に管理されれば人類に豊富な天然資源を提供する。 

2016年末、多様な連合体が共通の目的のために結集した。森林、自然生態系、人権を保護するという企業のコミッ

トメントに関する進捗を加速し、説明責任を強化することが目的である。コミットメントと結果の間のギャップを

埋める必要性を認識し、この連合のメンバーはアカウンタビリティ・フレームワーク・イニシアチブ（AFi）を立ち

上げた。87 

ASC認証の飼料工場は、公開コミットメントに続く公開行動計画を通じて、森林破壊／土地転換のないサプライチェ

ーンへの移行を目指し、森林破壊および土地転換の削減に向けた世界的取り組みに貢献している。これに関して定

められた要件はAFiの原則と整合している。 

認証を受けた飼料工場は、サプライヤーと積極的に関与し、森林破壊／土地転換のないサプライチェーンへの移行

を支援することが推奨される。 

大豆およびアブラヤシの生産は、多くの主要原料生産国において、重大な環境面および社会面の懸念と関連してい

る。両作物は水産養殖用飼料向けの原料の生産に用いられているため、これらの懸念への対処は本基準で明示的に

取り扱われる。付録6で定義された保証手順は、大豆およびパーム油の原料が、土地転換や森林伐採のあった地域に

由来することに関して低リスクであることを確保することを目的とする。この保証手順は、飼料工場で使用される

最も使用量の多い植物性原料について、いかなる土地転換および森林伐採の低リスクを確保するために、生産者が

サプライチェーンと連携することへのインセンティブを与えるとともに、他のすべての植物性原料についても同様

の取り組みを実施するよう生産者を促すものである。 

 
86Tacon, A.G.J.; Hasan, M.R.; Metian, M.; Demand and supply of feed ingredients for farmed fish and crustaceans: trends and 
prospects; FAO Fisheries and Aquaculture Technical Paper No. 564.FAO, 2011. 87 pp. http://www.fao.org/3/ba0002e/ba0002e.pdf 

87www.accountability-framework.org 

指標: 

UoCは、森林破壊／土地転換のないサプライチェーンの実現に向けて取り組

む。 
5.1 

http://www.fao.org/3/ba0002e/ba0002e.pdf
http://www.accountability-framework.org/
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88最も使用量の多い植物性原料：これは、大豆およびパーム油を差し引いた後の植物性原料総量において、合算して過半（すなわち50%以

上）を占める原料に適用される。個々の植物原料のうち、最も多いものが全体の大部分を占めている。算定方法に関する追加の指針につ

いては、解釈マニュアルを参照のこと。 
89このコミットメントは、UoCが生産する養殖飼料に適用される。 

5.1.1 UoCは、自社のプラントのサプライチェーンを以下の区分に分類するものとする。 

o カテゴリー1：世界的リスクがあることが知られている原料（大豆およびパーム油由来の原料）、 

o カテゴリー2：その最も使用量の多い植物性原料88、 

o カテゴリー3：その他の植物由来の原料。 

5.1.2 UoCは、自社のすべての植物性原料（カテゴリー1〜893）の調達に関して、森林伐採の不実行、および転

換フリーサプライチェーンへ移行することを公的にコミットしていなければならない。公的なコミットメ

ントには、森林伐採および転換に関するカットオフ日を含める。 

a) カテゴリー1の植物性原料（大豆およびパーム）については、カットオフ日は遅くとも2020年12月31

日とする。 

b) カテゴリー2および3の植物性原料において、カットオフ・デート（基準日）は以下の要件を満たさな

ければならない。 ⅰ）特定の時点に固定されていること。 ⅱ）将来的な規制を見越したさらなる森

林破壊や生態系転換を誘発しないよう、十分に早い時期に設定されていること。 ⅲ）付録9に概説さ

れている要件に従い、明確かつ客観的なモニタリングが可能であること。  

5.1.3 UoCは、自社のすべての植物性原料サプライチェーンについて、植物原料の生産段階における合法的な森

林伐採および土地転換のリスクを審査し、1) 世界的なリスクが知られている原料（大豆およびパーム油

由来の原料）および2) 自社で最も使用量の多い植物性原料を優先するものとする。 

5.1.4 UoCは、分析においてカテゴリー3のその他の植物性原料（5.1.1）の植物サプライチェーンも含めるべき

であるが、認証書の取得または維持のためにそれを行う義務はない。 

5.1.5 UoCは、合法的な森林伐採または転換のリスク水準を特定するため、1) 国別のスコアカード、2) 国内地

域／セクター 評価、3) 原料製造者評価、または4) 認証書（付録6で定義）の4つの経路のいずれかを用

いるものとする。 

5.1.6 UoCは、「国内地域／セクター 評価」または「原料製造者評価」という2つの経路のいずれかを選択した

すべての場合において、付録7の図4に示すリスク管理枠組みの一般的プロセスに従うものとする。 
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90免除は、1) 世界的なリスクがあることが知られている原料（すなわち大豆およびパーム油由来の原料）および 2) 低リスクであること

が実証された最も使用量の多い植物性原料のカテゴリに適用され、3) その他の植物性原料のカテゴリには適用されない。 

91達成目標日とは、企業が森林伐採および転換なしのコミットメントを達成する期日であり、すべての供給元が基準日の条件を満たすこと

を確保するための締切である。達成目標日に関するさらなる指針は解釈マニュアルに記載されている 

92少なくとも国家レベル。適切な地理的標準はリスクの水準に適合する必要がある。 

93これらの要件の可視化は付録5の図2に示されている。 

94免除は、カテゴリー2）最も使用量の多い植物性原料または 3）その他の植物性原料に適用されること。 
95マスバランス適格量の管理の詳細は付録14の4.a節を参照すること。 

5.1.7 UoCは、初回審査から1年以内に、1) 世界的なリスクがあることが知られている原料（大豆およびパーム

油由来の原料）および 2) 最も使用量の多い植物性原料について、コミットメント（5.1.2参照）を達成

するための公開行動計画90を有し、以下を含むものとする。 

o タイムラインおよび達成目標日91 

o 客観的に審査可能な数量的かつ地域特定型の目標およびマイルストン。92 

5.1.8 UoCは、森林破壊／土地転換のないサプライチェーン（転換フリーサプライチェーン）への移行に関する

自社の公開コミットメントでカバーされるサプライチェーンからのみ植物性原料の調達を確保するシステ

ムを有すること（5.1.2参照）。93 

5.1.9 カテゴリー1）世界的リスクがあることが知られている原料（大豆およびパーム油由来の原料）およびカ

テゴリー2）最も使用量の多い植物性原料について、UoCは、5.1.5に基づき低リスクが実証されている、

または低リスク達成のための行動計画が実施中である植物性原料のみを調達することを確保するシステム

を有すること（5.1.7参照）。 

5.1.10 カテゴリー1）世界的リスクがあることが知られている原料（大豆およびパーム油由来の原料）について

はUoCは、以下を確保するシステムを有すること。 

o 低リスクが実証されている植物性原料のみを適格原料として使用すること94 

o 調達する適格カテゴリー1の植物性原料の量が指標3.2.2を基準に従うこと。95 

5.1.11 UoCは、コミットメントに向けた進捗を毎年、公的に報告すること。これには、公開行動計画（5.1.7参照

）に示された定量的かつ地理的に特定されたマイルストンに対する実績の報告を含む。 

5.1.12 UoCは、5.1.5に従って低リスクと判定された植物由来の原料の概要およびUoCごとに選択された各経路を

、ASCデータ提出手続きに従い、毎年公開しASCに報告しなければならない。 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ80 137 

 

 

 
96例としてCerrado Manifesto（https://cerradostatement.fairr.org）がある。 

5.1.13 国内地域／セクター 評価」または「原料製造者評価」（付録3参照）の経路が選択されたすべての場合

において、UoCは、ASCデータ提出手続きに従い、付録3の各経路のb.で要求される証拠を含む最新の要約

報告書をUoCごとに作成し、公開してASCと共有しなければならない。 

5.1.14 UoCは、転換フリーサプライチェーンへの移行を促進するマルチ利害関係者プラットフォーム96に少なく

とも1つ参加しなければならない。 

https://cerradostatement.fairr.org/
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略語リスト 

略語： 意味: 

AB 審査機関 

Afi アカウンタビリティ・フレームワーク・イニシアチブ 

ASC Aquaculture Stewardship Council 

ASI アシュアランス・サービス・インターナショナル 

CAB 適合性審査機関 

CAR 認証および認定要件 

CASS CASS(水産物ソリューション保全アライアンス) 

CITES 絶滅の恐れのある野生動植物の種の国際取引に関する条約 

CoC 保管チェーン 

CC 行動規範 

D/C 森林伐採および土地転換 

DD デューデリジェンス 

EL エントリーレベル 

EEMP エネルギー効率管理計画 

EMP 排水管理計画 

EU 欧州連合 

FAO 国際連合食糧農業機関 

FIP 漁業改善プロジェクト 

FPIC 自由意思による、事前の、十分に情報に基づく同意 

GDP 国内総生産 

GHG 温室効果ガス 

GM/GMO 遺伝子組換え／遺伝子組換え生物 
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ILO 国際労働機関 

IPCC 気候変動に関する政府間パネル 

ISEAL 国際社会・環境の認定および表示（アライアンス） 

IUCN 国際自然保護連合 

IM 原料製造者 

MJ メガジュール 

MT メトリックトン 

MSC 海洋管理協議会 

MSL 大部分の持続可能性レベル 

NGO 非政府組織 

OHCHR 人権高等弁務官事務所 

PDCA 計画-実行-チェック-行動 

PPE 個人用保護具 

SDG 国連持続可能な開発目標 

t トン（1,000 kg） 

ToC 変化の理論 

UN 国連 

UDHR 世界人権宣言 

UoC 認証単位 

WCEP 節水・効率化計画 

WMP 廃棄物管理計画 
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セクションA1 水使用量の計算 

水の消費量は、以下のように計算しなければならない。 

水の消費量 – 指標 1.18.1: 

1. 計算の対象となる年を特定する。これは、前暦年（1月1日-12月31日）とする。 

2. 定義された期間内（ステップ1）における製品の総生産量 (t) を算出する。 

3. 原料の受領から最終製品の出荷までの生産工程で使用するすべての水源を、「淡水」と「その他の用水」に分け

て列挙する97 

o 上水道（蛇口／本管水） 

o 表流水の供給元（湿地、河川、湖、回収・貯留した雨水を含む） 

o 地下水の供給元（井戸など） 

o 海水 

o 排水（産出水） 

4. 設定期間（ステップ1）内に、水の供給元（ステップ3）ごとの使用水量（メガリットル）を算出する。98 

5. 使用した水の量を合計する (ステップ4)。 

6. 1年間に生産される総製品 (ステップ2) あたりの水使用量 (ステップ5) の合計を計算し、メガリットル/tで表

す。 

7. ASCデータ提出手続きに従って、手順4、5、6の結果をASCに報告する。 

 

 
97これはGRIの報告要件に従い、「淡水」は総溶解固形分（TDS）1,000 mg/L以下、「その他の用水」は総溶解固形分1,000 mg/L超に区分

する。 

98使用量、すなわち水の消費量の算定は、消費推計ではなく、取り消し量から排出量を差し引く方法に基づくものとする。 
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セクションA2 排水量の計算 

排水の排出は、以下のように計算しなければならない。 

排水の放流 – 指標 1.20.1： 

1. 計算の対象となる年を特定する。これは、前暦年（1月1日-12月31日）とする。 

2. 原料の受領から最終製品の出荷までの生産工程で発生したすべての排水を、排出先別に、「淡水」と「その他の

用水」に区分してリストアップする。99 

o 自治体の処理施設、 

o 地表水（湿地、河川、湖沼を含む）、 

o 地下水、 

o 海水。 

3. 設定された期間 (ステップ1) 内に排出先 (ステップ2) ごとに排出された廃水量 (メガリットル) を算出する。 

4. 排出された廃水量を合計する (ステップ3)。 

5. ASCデータ提出手続きに従い、手順3および4の結果をASCに報告すること。 

 

セクションA3 エネルギー消費量の計算 

エネルギー消費量は、以下のように計算しなければならない。 

エネルギー消費量 – 指標 1.21.1: 

1. 計算の対象となる年を特定する。これは、前暦年（1月1日-12月31日）とする。 

2. 定義された期間（ステップ1）における製品の総生産量（t）を算出する。 

3. 原料受入から最終製品の出荷までの生産工程で使用されるエネルギーの供給元をすべて列挙すること。 

スコープ1—現場でのエネルギー消費（以下を含む）： 

o 軽油（L） 

o ガソリン（L） 

o 天然ガス（m3） 

o その他の燃料（具体的に記載） 

スコープ2—電力およびその他のサイト外のエネルギー生成、以下を含む： 

o 電力量（kWh）。以下を指定する: 

 
99これはGRIの報告要件に従い、「淡水」は総溶解固形分（TDS）1,000 mg/L以下、「その他の用水」は総溶解固形分1,000 mg/L超に区分

する。 
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• 国または地域の電力系統由来の電力 

• 電力系統外の再生可能エネルギー供給元からの電力（供給元を特定） 

• サイト内の燃料消費に含まれていない、系統外の非再生可能な供給元からの電力（供給元を明記） 

o 地域冷暖房（kWh） 

4. 設定された期間（ステップ1）内にエネルギー供給元（ステップ3）ごとの使用量を算出する。 

5. 使用量（ステップ4）をMJに換算し、合計する。100 

6. 評価年 (ステップ2) に生産された製品1トンあたりの総エネルギー使用量をMJ (ステップ5) で算出する。 

7. ASCデータ提出手続きに従って、手順4、5、6の結果をASCに報告する。 

 

セクションA4 廃棄物消費量の計算 

廃棄物の消費量は、以下のように計算しなければならない。 

廃棄物消費 – 指標1.19.1： 

1. 計算の対象となる年を特定する。これは、前暦年（1月1日-12月31日）とする。 

2. 原料受け取りから最終製品出荷までの生産プロセスで発生する廃棄物を、行き先ごとに危険廃棄物と非危険廃棄

物に分けて一覧にすること。 

o 再利用による回収 

o リサイクル（堆肥化を含む）による資源回収 

o その他の手段による回収（具体的に記載） 

o エネルギー回収を伴う焼却処分 

o 焼却処分（エネルギー回収なし） 

o 埋立処分 

o 投棄、野焼き等の他の手段による処分（具体的に記載） 

3. 設定された期間（ステップ1）内に、処分先（ステップ2）ごとの廃棄物発生量（トン）を算出する。 

4. 発生した廃棄物の量を合計する（ステップ3）。 

5. ASCデータ提出手続きに従い、手順2、3、4の結果をASCに報告する。 

セクションB 温室効果ガス排出量の計算 

温室効果ガス排出量は、以下のように計算しなければならない。 

 
100複数のオンライン変換ツールが利用可能である。例: http://www.abraxasenergy.com/energy-resources/toolbox/conversion-

calculators/energy/ 

http://www.abraxasenergy.com/energy-resources/toolbox/conversion-calculators/energy/
http://www.abraxasenergy.com/energy-resources/toolbox/conversion-calculators/energy/
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温室効果ガス排出量―指標1.21.4： 

ASCに適合性を有する水産養殖用飼料に関連する温室効果ガス排出量を推計する目的において、計算には、温室効果

ガスプロトコルで定義された各排出スコープ内の以下の入力項目を含めるものとする101 

• スコープ1—セクションA3で定量化される、現場でのエネルギー消費（ディーゼル、ガソリン、天然ガス）に由来

する排出。 

• スコープ2—セクションA3で定量化される、購入した電力およびその他の敷地外でのエネルギー供給（地域熱供

給など）に関連する排出。 

• スコープ3—作物、漁業、家禽・畜産、およびその他の原料の供給元からの原料の生産、加工、輸送に関連する

排出。 

飼料を製造する各魚種について、温室効果ガス排出量を以下のとおり算定する。 

1. セクションA3に含まれるエネルギー入力に加え、当該魚種特有の平均的な原料飼料組成の少なくとも1%を構成す

る飼料原料を含め、飼料製造への入力項目を列挙する。 

2. 直前の暦年（1月1日〜12月31日）において、飼料1トンの製造に使用した各入力項目の数量を算出する。 

3. ステップ1で列挙した各入力項目について、kg CO2換算単位で示される適切な排出係数とその供給元を特定し、

記録する。詳細は以下を参照のこと。 

4. ステップ2の各入力項目の数量にステップ3の対応する排出係数を乗じ、飼料1トンに関連する各入力項目からの

総排出量を算出する。 

5. 1トンのASC適合飼料に関連する総排出量をkg CO2-eq単位で集計する。 

6. 2、3、4および5の結果をASCデータ提出手続きに従ってASCに報告すること。 

原料の排出係数の設定—排出係数は、直接モデル化する、データベース（Agri-footprint（農業LCAデータベース）

、ecoinvent（LCAデータベース）など）から抽出する、またはASCが提供するオンラインのASC温室効果ガス算定ツ

ールを用いて算出することができる。排出係数の供給元は明確に示す必要がある。排出係数を直接モデル化する場

合、すべての温室効果ガスを含め、IPCCの最新の100年地球温暖化影響の特性化係数を用いること。102飼料原料の排

出係数には、該当する場合には生物起源排出（例えば、稲作水田からのメタン排出）を含めるとともに、過去20年

以内に転換が発生した場合には土地利用変化に伴う排出（例えば、農作物生産のための森林開墾）も含めなければ

ならない。土地利用変化の算定は、供給元国に特化し、利用可能な基準に詳細化された認められた手法に従わなけ

 
101世界資源研究所（2011年）。温室効果ガスプロトコル 製品ライフサイクル算定・報告基準。ワシントンD.C.：世界資源研究所。 

102Myhre, G., Shindell, D., Bréon, F., Collins, W., Fuglestvedt, J., Huang, J., … および Zhang, H.（2013）。人為起源および

自然起源の放射強制力。所収：T. ストッカーほか（編）『気候変動2013：自然科学的根拠』。気候変動に関する政府間パネル第5次審査

報告書 第I作業部会の貢献英国・ケンブリッジ：ケンブリッジ大学出版局。 
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ればならない。103104植物および動物の材料に固定された炭素は、排出係数の算定において考慮しない（飼料原料に含

まれる原料の排出係数から固定炭素を差し引かないこと）。これは、その炭素が消費時に大気中へ戻るためである

。 

飼料生産システムにおける共製品（例：魚副産物ミール、フェザーミール）間で影響を配分するにあたっては、計

算、ASCへの温室効果ガスデータの報告、ならびにASC養殖場基準に必要な計算を促進するための養殖場への温室効

果ガスデータの共有を目的として、質量比配分方法および経済配分方法の双方を用いるものとする。温室効果ガス

データを公開する配分方法の選択はUoCの裁量に委ねられる（いずれか一方または両方）。 

計算の容易化および審査間の一貫性の確保を図るため、UoCはASCのウェブサイトを通じて提供されているASC温室効

果ガス算定ツールを用いて、排出係数の提供および計算の実施を行うこともできる。 

 

 
103BSI（2011）PAS 2050：製品およびサービスのライフサイクルにおける温室効果ガス排出量の審査に関する仕様。ロンドン（英国）：英

国基準研究所。 

104ISO（2018）ISO 14067：温室効果ガス—製品のカーボンフットプリント—算定およびコミュニケーションのための要求事項およびガイダ

ンス。スイス・ジュネーブ：国際標準化機構。 

https://ghg.asc-aqua.org/
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a) DD審査レベル 

1. 原料製造者105； 

a) 海洋由来原料 

b) 植物性原料 

c) 飼料（例：陸上動物由来、藻類由来、または昆虫由来） 

2. 主要原料106: 

a) 海洋由来の主要原料107； 

b) 植物由来の主要原料。 

b) DD審査プロセス 

付録7のリスク管理枠組みの概念に沿い、デューデリジェンス（DD）プロセスはあらかじめ定義されたリスク要因に

従って実施され、各ステップは地域の状況におけるリスクに合わせて調整される一連の手順から成る。これらの手

順は定められた順序に従い、以下の要素を含む。 

1. 意図／目的の定義 

o 意図は本基準内ですでに定義されているため、この最初のステップは省略できる。 

 

2. リスクファクターの定義 

o 表1に示されたリスクファクターを用いる。 

 

3. リスクの審査 

o リスク水準を審査する。経路1）ASCカントリースコアカード、または経路4）表1に記載のASC承認認証によ

り、リスクファクターのリスク水準があらかじめ低リスクと定められている場合は、リスクアセスメントは

不要である。 

 

4. 適切な対策の実施 

o リスクアセスメントの結果が許容されるリスク水準（2.2.9に従う低リスクまたは中リスク）とならない場

合は、行動を取り、対策を実施する。 

• 予防 

• 低減 

• 是正 

 
105家畜の副産物から製造された原料（例：羽毛粉、血粉、骨粉、ヘモグロビン粉）の場合、デューデリジェンスは原料製造者にのみ及び

、主要原料（すなわち家畜養殖場）には及ばない。 

106農業または水産業の副産物由来の原料の場合、主要原料とは、主製品の製造に用いられる原料を指す。例えば： 

1. 魚の端材から製造されたフィッシュミール—主要原料はホールフィッシュ（丸魚）である。 
2. 小麦加工に由来する小麦グルテン――主要原料は小麦である。 
3. 大豆の加工に由来する大豆レシチン—主要原料は大豆である。 

107海産原料に対するデューデリジェンスは、EUの陸揚げ義務により保持された混獲を例外として、漁業に由来するすべての製品（ホール

フィッシュ（丸魚）および副産物）を含む。デューデリジェンスには養殖に由来する副産物は含まれない。 
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• 調達の停止。ただし、可能な場合は、調達の中止よりも低減を優先する。 

 

5. 監視： 

o リスク要因、またはリスク要因の指標を監視し、決定されたリスク水準が有効であり続けることを確保する

。 

o 実施した対策の有効性を監視する。 

o 次の場合は、リスク管理プロセスを再実施する。 

• 監視の結果、既に決定したものと異なるリスク水準が示された場合。 

• 監視の結果、実施した対策が有効でないと示された場合。 

• 既に決定したリスク水準に影響を及ぼし得る重要な変更が発生した場合。 

• いずれにしても、少なくとも認証サイクル（3年）ごとに実施する。 

デューデリジェンスプロセスの実施に関するさらなる指針は、国連の指導原則108およびOECDのデューデリジェンス

・ガイダンス109に記載されている。 

 

c) DD審査リスクファクター 

UoCは、表1に示すリスクファクターについて、原料製造者および海洋・植物由来の主要原料の生産に関し、少なく

とも低リスクまたは許容される中リスクであることを示す必要がある。原料製造者とは、飼料工場が使用する原料

を生産する企業／施設である。 

 

 
108国連（2011）『ビジネスと人権に関する指導原則：国連“保護・尊重・救済”枠組の実施 

109OECD（2018）『責任ある企業行動のためのOECDデューデリジェンス・ガイダンス 
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表1：原料製造者および海洋・植物由来の主要原料生産に関するデューデリジェンス・リスクファクター。 

略語： 法的： 社会 環境 

原料製造者に関するリスク

ファクター 

原料製造者が以下の指標を

満たさないリスク。 

1.1.1 不十分な規制監督に

より法律および規制の体系

的な違反が生じている地域

で操業することによって生

じる、法的な免許および許

可の問題。 

原料製造者が以下の要件を

満たさないリスク：  

1.3 適用労働法規 

1.4 強制労働 

1.5 子どもおよび若年従業

員 

1.6 差別 

1.13 苦情処理メカニズム 

原料製造者が以下の要件を

満たさないリスク：  

1.17 適用される環境規制 

1.18 用水 

1.19 廃棄物の取扱い 

1.20 排水の取り扱い 

1.21 温室効果ガス排出量（

GHGs） 

 

および指標： 

3.4.2 遺伝子組換え生物（

GMO）の開示 

3.4.3 医薬品添加物の開示 

海洋由来の主要原料生産者

のリスクファクター 

主要原料が、規制監督が不

十分なため当該漁業におい

て体系的な違法漁業が発生

している地域に由来するリ

スクである。 

主要原料が強制労働または

児童労働の最悪の形態によ

って生産されているリスク

。 

主要原料が報告されていな

いまたは規制されていない

漁業から由来するリスク。 

主要原料がIUCNの絶滅危惧

種または深刻な絶滅危惧種

に由来するリスクである。 

主要原料がCITES附属書掲載

魚種の漁獲物に由来するリ

スク。 

植物由来の主要原料生産者

のリスクファクター 

植物由来の主要原料の生産

において規制監督が不十分

で、その結果として土地利

用または環境に関する法令

・規制の体系的違反が生じ

ている地域に主要原料が由

来するリスク。 

主要原料が強制労働または

児童労働の最悪の形態によ

って生産されているリスク

。 

主要原料が違法な森林破壊

または土地転換が行われた

地域に由来するリスク。 

 

表2：各デューデリジェンス水準における各デューデリジェンス・リスク要因ごとの許容リスク水準と、指標2.2.9

に基づく中程度リスクの例外の適用範囲の詳細。これらは、経路4（承認済みスキーム一覧）を除くすべてのデュー

デリジェンス経路に適用される点に留意すべきである。経路4では、許容されるリスク水準は低リスクのみである。 
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デューデリジェンスレベ

ル 

リスクファクター：法的

： 

リスクファクター：社会

的 

リスクファクター：環境 

植物由来の主要原料 低リスク＋中リスク 低リスク＋中リスク 低リスク＋中リスク 

海洋由来の主要原料（副産

物を含む） 

低リスク 低リスク＋中リスク 低リスク 

原料製造者 低リスク 低リスク 低リスク 

 

d) ASC要件に沿ってリスク水準を判定するためのDDの経路 

4つの経路のいずれか、1）国別リスクスコアカード、2）漁業／セクター評価、3）原料製造者評価、4）認証、を各

リスクファクターのリスク水準の決定に用いるものとする。異なる経路を用いて異なるリスク要因（法的、社会、

環境。表1参照）を審査することができる。経路が表2に従う許容されるリスク水準にならない場合、UoCは可能な限

り別の経路を用いるものとする。 

いずれの経路でもUoCが低リスク（または許容される中リスク）を決定できない場合、そのようなサプライチェーン

からの調達を、緩和措置が許容リスク水準を達成するまで停止する。植物由来および海洋由来の原料について、混

合（またはミックス）の場合、最高リスクの原料がブレンドの分類およびブレンド全体の調達可否を規定する。デ

ューデリジェンスのリスク判定に用いうる4つの異なる経路の図解は、付録7の図5にある。 

 

経路は以下のとおりである： 

1. 国別リスクスコアカード： 

a. ASCはASCのウェブサイトで国別リスクスコアカードを提供しており、表1のリスクファクターに関して各国

のリスク水準を低・中・高にランク付けしている。各リスクファクターについて、低リスク、または2.2.9

の下で中リスクと評価された国については、当該リスク要因に関してUoCによる追加のデューデリジェンス

（DD）手順は不要である。国別リスクスコアカードが未作成の国については、リスク水準を決定するために

別の経路が必要である。 

2. 国内地域／セクター 評価（植物系原料の生産向け）／業界評価（原料製造者向け）／漁業評価（海洋系原料

の生産向け）: 

a. UoCは、表1に列挙したリスクファクターについてのリスク水準を示すため、セクター／業界／漁業の審査を

実施する。 

b. 低リスク（または2.2.9に従い許容される中リスク）が示されている場合、証拠には次が含まれるものとす

る： 

i. リスクアセスメントまたはその要約； 

ii. リスクアセスメントの結果―各リスク要因ごとのリスク水準； 

iii. 実施済みのモニタリングプログラム。 

https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
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3. 原料製造者評価110: 

a. UoCは原料製造者と協働し、表1に列挙したリスクファクターに対して、原料製造者および海洋系または植物

系の主要原料が低リスクまたは（2.2.9に従い）許容される中リスクであることを示す。海洋系および植物

系の主要原料の生産に関するリスクファクターについては、審査は、原料製造者が原料生産段階において低

リスク（または2.2.9に従い許容される中リスク）を確保するための適切な仕組み、または十分な情報を有

しているかどうかに関するものである。 

b. 低リスク（または2.2.9に従い許容される中リスク）が示されている場合、証拠には次が含まれるものとす

る： 

i. リスクアセスメントまたはその要約； 

ii. リスクアセスメントの結果―各リスク要因ごとのリスク水準； 

iii. 講じた措置とその有効性； 

iv. 実施済みのモニタリングプログラム。 

4. 認証: 

a. ASCは、低リスクを確保するためにリスクファクターに対処する受け入れられた第三者スキームの一覧を、

自社のウェブサイト上で維持している。海洋由来の主要原料生産において、UoCは、絶滅危惧種に関連する

、表1に記載の2つの環境リスクファクターについて低リスクであることを示すために、IUCNレッドリストお

よびCITES付録I、II、IIIリストを用いることができる。111 

 

 
110AFiはサプライチェーンへの関与およびモニタリングと検証に関するガイダンスを提供している: https://accountability-

framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/ 

111EU陸揚げ義務の下で保持された魚については、このリスクファクターを審査する必要はない。 

https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/
https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/
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主要持続性レベル（MSL）の算出 

別紙4 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ97 137 

 

ステップ1:全魚の持続性カテゴリーの決定 

全魚の海産原料は、以下の表に基づいて採点されなければならない。以下の表は、丸魚由来海産原料にサステナビ

リティカテゴリーを割り当てる方法を説明する。 

表3：丸魚由来海産原料に割り当てられた持続可能性カテゴリーを示す表である。 

カテゴリ： 以下の条件で供給元から調達された原料として使用される丸魚 

カテゴリ1 o 原料はMarinTrust Improver 制度に則り受け入れられる、かつ； 

o 原料はFIP112としてアクティブに登録されており、その旨がwww.fisheryprogress.orgに掲載

されている、かつ； 

o 原料製造者がマリントラスト改善プログラム認定施設（または同等）であること。113 

区分2 o 原料はマリントラスト工場基準（または同等114）に基づき承認されていること、かつ； 

o 原料製造者はマリントラスト工場基準の認証（または同等）を取得していること、かつ； 

o UoCが受け取る原料は、工場から飼料工場までマリントラスト CoC認証であるか、またはUoC

が工場から飼料工場までの検証済みのトレーサビリティ（追跡可能性）システムを示せるこ

と。 

カテゴリ3 o 原料はマリントラスト工場基準（または同等）に基づき承認されていること、かつ； 

o 原料は包括的な115FIPに参画しており、その旨がwww.fisheryprogress.orgでアクティブとし

て掲載されていること、かつ； 

o 原料はカテゴリ4が達成されるまでマリントラスト工場基準に基づく承認状態を維持してい

ること、かつ； 

o 原料製造者はマリントラスト工場基準の認証（または同等）を取得していること、かつ； 

 
112CASSも参照のこと：https://solutionsforseafood.org/resources/fishery-improvement/ 

113マリントラスト・インプルーバー・プログラム（IP）承認施設、およびマリントラスト認証原料メーカーとの同等性は、ISEALの優良実

務規範への準拠状況の評価、およびマリントラスト内で参照されている主要なサステナビリティ要件を考慮した上で判断される。これに

は以下が含まれる。 
– すべての完成した原料を、その供給源である漁業まで遡る完全なトレーサビリティ（追跡可能性）。 

– 完成品をカテゴリー別に分別し、出荷ごとの構成情報を提供する能力。 

– 工場が国内法に従い、関連する主要なILO条約（29、87、98、99、100、105、111、138、182）を踏まえて、雇用、福祉、安全の要件

への適合を確保する仕組みを有することの要件。 

– 工場が、製品の純度と安全性の問題に加え、排出物および排水を含む環境問題を網羅する適正製造基準（GMP）に対して認証されて

いることの要件事項。 

114マリントラストの原料審査要件に対する同等性は、ISEAL優良実務規範への適合の評価ならびにマリントラスト要件で参照される主要な

持続可能性要件、特に第3章「責任ある原料の供給源調達慣行」の考慮に基づく。認定はASCのウェブサイトで公表される。 
115CASSも参照のこと：https://solutionsforseafood.org/resources/fishery-improvement/ 

http://www.fisheryprogress.org/
http://www.fisheryprogress.org/
https://solutionsforseafood.org/resources/fishery-improvement/
https://solutionsforseafood.org/resources/fishery-improvement/
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o UoCが受け取る原料は、工場から飼料工場までマリントラスト CoC認証であるか、またはUoC

が工場から飼料工場までの検証済みのトレーサビリティ（追跡可能性）システムを示せるこ

と。 

カテゴリ4 o 原料は、海洋管理協議会（または同等の認証制度116）によって認証された漁業の供給元から

調達され、 

o 原料製造者およびサプライチェーンはMarine Stewardship CouncilのCoC認証を取得してい

る。 

 

ステップ2: 大部分の持続可能性レベルの決定 

丸魚由来海産原料の持続可能性カテゴリーを特定した後、飼料工場はUoC全体の主要持続性レベル（MSL）を算出す

る必要がある。マジョリティは、ホールフィッシュ（丸魚）の体積の50％以上（50％、またはそれ以上）と定義す

る。 

 

体積計算 

まず、海産原料の量は種類ごとに算定しなければならない。数量はトン単位で算出される。海産原料は次の種類に

分類される。 

1. 海産原料（ホールフィッシュ（丸魚）および副産物）由来の量； 

2. ホールフィッシュ由来海産原料からの量； 

2.1. 丸魚由来海産原料の総量 

2.2. カテゴリー1に分類された丸魚由来海産原料の量（表3）。 

2.3. カテゴリー2に該当する丸魚由来海産原料の量（表3）。 

2.4. カテゴリー3（表3）にスコアされる丸魚由来海産原料の数量； 

2.5. カテゴリー4（表3）にスコアされる丸魚由来海産原料の数量； 

2.6. カテゴリー1〜4にスコアされない丸魚由来海産原料の数量； 

過半数計算 

第二に、海産原料の種別ごとの数量を用い、以下の式によりマジョリティ持続可能性レベル（MSL）を算出する。 

o カテゴリー1〜4のいずれにも数量を帰属できない場合はベースラインが適用される。 

 
116MSCとの同等性は、ISEAL優良実務規範への適合の評価に加え、MSCの原則および基準で参照される持続可能性要件の考慮に基づく。基準 

MSC基準と同等と認められるものは、ISEALの社会・環境基準策定に関する優良実務規範に従って策定され、かつ世界水産物持続可能性イ

ニシアチブ（GSSI）のグローバル・ベンチマーキング・ツールにより認められている、またはその要件を満たしていること。基準は、全

生態系アプローチに基づくものとし、低栄養段階の魚種の管理およびそれに依存する捕食生物の個体群の保護に関する特定の規定を設け

る。表彰はASCのウェブサイトを通じて公開される。 
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o 上記2.2の数量が2.1の数量の≥50％である場合はレベル1が適用される； 

o 上記2.3の数量が2.1の数量の≥50％である場合はレベル2が適用される； 

o 上記2.4の数量が2.1の数量の≥50％である場合はレベル3が適用される； 

o 上記2.5の数量が2.1の数量の≥50％である場合はレベル4が適用される； 

注：過半数計算の結果、2つの可能なレベルが導かれる場合は、次を適用する。 

o (数量2.3) + (数量2.4) + (数量2.5)] が (数量2.1) の≥50％である場合はレベル2が適用される； 

o (数量2.4) + (数量2.5)] が (数量2.1) の≥50％である場合はレベル3が適用される； 

注：副産物は過半数計算に含めない。 

 

初回認証前 

数量計算には、初回審査の前24か月間に受領した海産原料が含まれる。MSLの計算はこの数量に基づき、MSL改善ラ

ダーのエントリーレベルとなる。 

 

初回認証後 

数量計算は毎年実施し、1月から12月までの12か月間に受領した海産原料を含む。 
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マスバランス適格量の計算 
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1. 適格原料の決定 

UoCが供給元から調達可能な海洋由来原料および植物性原料のすべてが、マスバランス適格量に算入されるわけでは

ない。 

以下の原料はマスバランス適格量に算入され、適格原料と見なされる。 

海洋由来原料： 

o 養殖の副産物、EU陸揚げ義務の下で留保された混獲（デューデリジェンスで低リスクと示される場合） 

o 漁業の副産物（デューデリジェンスで低リスクと示される場合） 

o ホールフィッシュ（丸魚）（デューデリジェンスで低リスクと示され、持続可能性カテゴリーが1〜4である場合

） 

植物性原料： 

o まず原則2のデューデリジェンスにおいて低リスクであることを示し、次のいずれかに該当すること。 

o カテゴリー1）大豆・パーム油など世界的なリスクが知られている植物性原料（原則5のデューデリジェ

ンスで低リスクと示され、森林伐採／転換（D/C）フリーのコミットメントがなされ、合法的なD/Cにつ

いて低リスクが示されている場合） 

o カテゴリー2）最も使用量の多い植物性原料（原則5のデューデリジェンスで低リスクと示され、D/Cフ

リーのコミットメントがなされ、合法的なD/Cについて低リスクが示されている、または行動計画が実

施中である場合） 

o カテゴリー3）その他の植物性原料（原則5のデューデリジェンスで低リスクと示され、D/Cフリーのコ

ミットメントがなされている場合） 

o 飼料（デューデリジェンスで低リスクと示される場合） 

o 飼料添加物（プレミックス、ビタミン、ミネラル、微量元素、着色料を含む） 

o UoCが水産養殖用飼料に使用するために受け取る年間総原料重量（体積）の1%未満を占める原料。ここでの割合

は、個々の製造業者から供給される単一の原料を対象とする。UoCが養殖以外の飼料も生産する場合、受取量は

水産養殖用飼料に組み入れることを目的とした原料量に基づくものとする。 

以下の原料は供給元から調達することは可能であるが、マスバランス適格量には算入されず、非適格原料とみなす

。 

o 海洋由来原料： 

o ホールフィッシュ（丸魚）（デューデリジェンスで低リスクと示されるが、持続可能性カテゴリー1～4

のスコアに該当しない場合） 

o 植物性原料： 

o カテゴリー1）大豆／パーム油など、世界的なリスクがあることが知られる植物性原料（デューデリジ

ェンスが低リスクを示しD/Cフリーのコミットメントがなされている、または法的D/Cについての低リ

スクを実証できないが行動計画が実施中の場合） 

o デューデリジェンスの経路1（ASC国別リスクスコアカード）、経路2（業界／セクター／漁業評価）および経路3

（原料製造者評価）の結果が、主要原料の生産について中リスクを示し、かつ指標2.2.9に定める例外要件を満

たす海洋由来原料および植物性原料。 
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図1：適格原料の決定 
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図2：適格植物性原料の決定 

森林破壊／土地転換（D/C）のリスク審査の結果と植物性原料の調達への影響。本基準の本バージョンにおいては、植物性原料サプライチェーンにおける森林破壊

または土地転換に関して高リスクである、もしくは低リスクが実証されていない区分3）の原料について、特別の調達要件は適用されない。これはASCにより見直さ

れ、将来の基準のバージョンで変更される可能性がある。 
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2. 適格量の計算 

マスバランス適格量を算出するには次の4手順に従う。 

1. 1) 適格な海産原料の数量（トン）を合計する 

2. 2) 区分（I、II、III）ごとの適格な植物性原料の数量（トン）を合計する。 

3. 3) 適格な飼料の数量（トン）を合計する 

4. 4) 飼料添加物の数量（トン）を合計する。 

上記1）〜4）の適格原料の数量の合計が「マスバランス適格量」である。 

図3：適格原料の生産モデル 
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森林破壊／土地転換のないサプライチェーンの保証手順 

別紙6 
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UoCが使用する植物性原料は、原則2のデューデリジェンスに合格しているため、原則5のデューデリジェンスの一環

として、表4に掲げるリスクファクターに対するリスク水準について審査される。この追加手順は、（合法的な森林

伐採）および土地転換に関連するリスクに焦点を当てる。 

表4：植物性原料のリスクファクター 

 環境 

植物性主要原料のリスクファクター1 主要原料が、合法的な森林伐採または土地転換の結果として生じた

地域に由来するリスク。 

 

UoCは、森林伐採および転換に関連するリスクを審査し特定するために、4つの経路のうち1つを選択できる。 

森林伐採／転換というリスクファクターを審査するために、異なる経路を用いることが可能である。経路が低リス

クとならない場合は、別の経路を選定しなければならない。原料の混在（または混合）がある場合、最も高いリス

クを有する原料がブレンドの分類を決定する。 

 

経路は以下のとおりである： 

1. 国別スコアカード： 

a. ASCはASCのウェブサイトで国別リスクスコアカードを提供しており、表4のリスクファクターに関して、国

別リスク水準を低・中・高に格付けしている。当該リスクファクターについて低リスクと評価された国で

は、UoCによる追加のリスク審査手順は不要である。国別リスクスコアカードがまだない国については、低

リスクを判定するために別の経路が必要である。 

2. 国内地域／セクター 評価： 

a. UoCは準国家レベルまたはセクター別レベルの審査を実施する。 

b. 低リスクが立証されている場合、証拠には次を含むものとする： 

i. リスクアセスメントまたはその要約； 

ii. リスクアセスメントの結果（リスクレベル）； 

iii. 実施済みのモニタリングプログラム。 

3. 原料製造者の審査117： 

a. UoCは原料製造者と協働し、表4に記載されたリスク要因に関して、植物由来の主要原料が低リスクである

ことを立証する。 

b. 低リスクが実証されている場合、証拠には次が含まれるものとする： 

 
117AFiには、サプライチェーン・エンゲージメントおよびモニタリングと検証に関するガイダンスがある：https://accountability-

framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/ 

https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/
https://accountability-framework.org/contents-of-the-framework/monitoring-and-verification/
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i. リスクアセスメントまたはその要約； 

ii. リスクアセスメントの結果（リスクレベル）； 

iii. 講じた措置とその有効性； 

iv. 実施済みのモニタリングプログラム。 

c. ただし、低リスクがまだ達成されていないものの、公開コミットメントの達成に向けた行動計画が実施中

である場合、証拠には次を含めるものとする： 

i. 主要原料のトレーサビリティ（追跡可能性）の分析 

ii. リスクアセスメントまたはその要約； 

iii. リスクアセスメントの結果（リスクファクターごとのリスクレベル）; 

iv. 講じた対策とその有効性 

v. 実装済みの監視プログラム 

vi. 公開行動計画における数量的かつ地域特定型の目標およびマイルストーンに関する進捗状況 

4. 認証: 

a. ASCは、ウェブサイト上に、低リスクを確保するため表4のリスク要因に対応する承認済みの第三者スキー

ムの一覧を維持・管理している。 

 

https://asc-aqua.org/producers/get-certified-feed-mill/
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DDおよびD/C-freeリスク審査の要件を示すフローチャート

と、許可される作業類型の要約表 

別紙7 
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図44：リスクマネジメント枠組みの一般的なプロセス概要である。 
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図5：デューデリジェンスにおけるリスクレベル判定に使用可能な4つの異なる経路の図解。 
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表5：年齢区分別に許容される労働の種類 

この表は、各年齢区分で許可されている業務の種類をまとめたものである。網掛けのセルは、何が禁止されている

かを示す。 

年齢 

 

作業種別 

18歳以上（成人） 15（14118）– 17 

若年従業員、児童 

13（12119）- 14 

児童 

< 13（12） 

児童 

すべての業務（危

険有害業務を含む 

    

非危険業務     

軽作業     

 

 

 
118ILO条約第138号は、特定の開発途上国において14歳を例外として認めている。ASCはILO条約第138号に従い、これらの国では同様に14歳

からの就労を認める。 

119ILO条約第138号は、特定の開発途上国において12歳を例外として認めている。ASCはILO条約第138号に従い、これらの国では同様に12歳

からの就労を認める。 
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表6：年齢層別の許容労働時間および休息。 

年齢層 労働時間／休息 

  労働時間の適

正管理 

（最大時間；

休憩を除く） 

残業 

 

（週当たり最

大時間） 

休憩 

 

（1勤務シフト

当たり最小時

間） 

日々の休息 

（24時間当た

り最小連続時

間） 

週休 

（7日当たり最小

連続時間） 

年次有給休暇 

（フルタイム勤

務1年当たりの最

小） 

夜間業務 

成人 ≥18 8時間/日 ＆ 

 48時間/週 

12時間/週 

例外的かつ任

意でなければ

ならない 

1時間/ 

8時間 

11時間 24時間 

（1日） 

有給の労働週3週 夜間業務における割増率

、労働時間、休憩、日々

の休息、週休および健康

審査について、法律およ

び業界基準に適合するこ

と。 

若年従業員、

児童 

15 

（14120）– 

17 

8時間/日 ＆  

40時間/週 

 0.5時間/ 

4.5時間 

12時間 48時間 

（2日） 

22時から6時の間の就労は

禁止 

児童 13 

（12121）～

14 

1日3時間およ 

び週14時間 

 0.5時間/ 

3時間 

14時間   20時から6時までの就労は

認められない 

 
120ILO条約第138号は、特定の開発途上国において14歳を例外として認めている。ASCはILO条約第138号に従い、これらの国では同様に14歳からの就労を認める。 

121ILO条約第138号は、特定の開発途上国において12歳を例外として認めている。ASCはILO条約第138号に従い、これらの国では同様に12歳からの就労を認める。 
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UoCにおける情報公開の要求事項 

別紙8 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ115 137 

 

UoCにおける情報公開の要求事項の概要 

飼料工場は、ASC認証制度の一環としてデータを報告し、情報を自らのウェブサイトで公開することが求められる。

データは、該当する場合は関連するASCのデータ報告テンプレート、または別形式で公開できる。 

表7は、UoCが自らのウェブサイトを通じて公開することが求められるデータをまとめ、要求事項ごとの提出頻度、

時間的範囲、報告レベルを示している。詳細は該当する指標および飼料解釈マニュアルを参照のこと。 

https://programme-centre.asc-aqua.org/feed-v1-1/
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表7：UoCにおける情報公開の要求事項の概要 

報告タイトル 指標 公開頻度 公開データの時間的範囲 報告レベル 

温室効果ガス排出量 1.21.5 年1回 1年間（審査の前年の暦年） 場所ごと 

サプライヤー行動規範 2.1.2     UoC単位 

原料（>1%）の一覧、その主要原料お

よび主要原料の生産国／主要原料の

漁獲漁業 
2.2.3 年1回 1年間（審査の前年の暦年） 場所ごと 

植物性原料（>1%）の一覧、その主要

原料および主要原料の生産国内の生

産地域 
2.2.4 年1回 1年間（審査の前年の暦年） 場所ごと 

原則2のデューデリジェンスの結果概

要および選択した経路 
2.2.10 年1回 

原料製造者および原料は審査

日までの1年以内に審査される

* 
UoC単位 

原則2のデューデリジェンスに経路「

漁業／セクター評価」または「原料

製造者評価」（付録3）を用いる場合

、経路のb.で要求される証拠の要約 

2.2.11 年1回 
原料製造者および原料は審査

日までの1年以内に審査される

* 
UoC単位 

大部分の持続可能性レベル 4.1.7 年1回 1年間（審査の前年の暦年） UoC単位 

海産原料の数量 4.1.8 年1回   UoC単位 

森林破壊および土地転換（D/C）フリ

ーなサプライチェーンへのコミット

メント 
5.1.2 

初回審査時に1

回 
該当なし UoC単位 

D/Cフリーなサプライチェーンへのコ

ミットメントを達成するための行動

計画 
5.1.7 

初回審査後1年

以内 
該当なし UoC単位 

D/C行動計画に対する進捗を報告 5.1.11 年1回 1年間（審査の前年の暦年） UoC単位 

原則5のデューデリジェンスに基づき

低リスクと判定された植物原料の概

要、および選択した経路 
5.1.12 年1回 

原料製造者および原料は審査

日までの1年以内に審査される

* 
UoC単位 

原則5のデューデリジェンスに経路「

漁業／セクター評価」または「原料

製造者評価」（付録3）を用いる場合

、経路のb.で要求される証拠の要約 

5.1.13 
年次（経路を

用いる場合） 

原料製造者および原料は審査

日までの1年以内に審査される

* 
UoC単位 

初回審査時：原料製造者と原料は、初回審査日に至る過去12か月間について審査される。認証済みまたは一時停止中のUoCについても、原

料製造者と原料は審査日に至る過去12か月間について審査される。原料製造者または原料に変更がある場合、リスクレベルに影響する変

更がある場合、または前回の審査から3年が経過している場合には、デューデリジェンスを繰り返す必要がある。 
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森林伐採および転換のカットオフ日の設定 
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森林伐採および転換のカットオフ日の設定 

本付録は、指標5.1.2bで求められるカテゴリー2および3の植物原料に関する森林伐採および転換のカットオフ日を

設定する方法を詳述する。 

はじめに 

指標5.1.2bは、UoCに対し、カテゴリー2および3の植物原料について 

i. 時間的に固定され 

ii. 十分に早く 

iii. かつ明確で客観的な監視を可能にするカットオフ日を設定することを求める。 

カットオフ日とは、森林伐採または転換により、特定の区域または生産単位が、森林伐採なしまたは転換なしの目

標、コミットメント、目標、その他の義務に対して非準拠となる起点の日付である。本付録は、そのようなカット

オフ日の設定に際し順守すべき要件を記述し、Accountability Framework initiative's(AFi) のカットオフ日の設

定に関する運用ガイダンスに基づく。122カットオフ日に関するさらなるガイダンスは飼料解釈マニュアルにある。 

ステップ1 

UoCは、森林伐採および／または転換に関する固定のカットオフ日を設定し、時間の経過に伴って変更しないものと

する（すなわち、ローリング日付は用いない）。 

ステップ2 

UoCは、一般的な規範に整合し、将来の制約を見越したさらなる森林伐採または転換への誘因を回避するカットオフ

日を設定しなければならない。カットオフ日を選定する際には、以下の3条件すべてを満たさなければならない。 

a) UoCは、カテゴリー2および3の植物性原料について、共通のカットオフ日が存在するかを確認し、存在し適

用可能な場合は共通カットオフ日を採用しなければならない。共通のカットオフ日とは、同一または類似の

状況で操業する多数の、あるいはすべての企業に適用され、サステナビリティ・イニシアチブ、規制、その

他の業界要件を通じて生じ得るカットオフ日である。 

 
b) UoCはカットオフ日を2020年12月31日までに設定できるか検討するものとする。2020年のカットオフ日は、

国連持続可能な開発目標の目標15.2など、森林伐採を阻止する世界的な目標と整合する。また、科学的根拠

に基づく目標イニシアチブの森林・土地・農業（SBTi-FLAG）の目標およびScience Based Targets Network

（SBTN）の非転換目標とも整合する。そのような日付が不可能な場合、UoCは公開コミットメント（指標

5.1.2）において、より遅いカットオフ日を設定する理由を示すものとする。 

c) UoCは、自らの公開コミットメントの発行日を越えないカットオフ日を設定するものとする。 

 

ステップ3 

UoCは、カットオフ日が明確かつ客観的なモニタリングを可能にすることを確保するものとする。 

 
122https://accountability-framework.org/fileadmin/uploads/afi/Documents/Operational_Guidance/AFi_Operational_Guidance_-

_Cutoff_Dates__Sept_2023_.pdf 

https://sdgs.un.org/goals/goal15#targets_and_indicators
https://sciencebasedtargets.org/resources/files/SBTiFLAGGuidance.pdf
https://sciencebasedtargets.org/resources/files/SBTiFLAGGuidance.pdf
https://sciencebasedtargetsnetwork.org/wp-content/uploads/2023/05/Technical-Guidance-2023-Step3-Land-v0.3.pdf
https://sciencebasedtargetsnetwork.org/wp-content/uploads/2023/05/Technical-Guidance-2023-Step3-Land-v0.3.pdf
https://accountability-framework.org/fileadmin/uploads/afi/Documents/Operational_Guidance/AFi_Operational_Guidance_-_Cutoff_Dates__Sept_2023_.pdf
https://accountability-framework.org/fileadmin/uploads/afi/Documents/Operational_Guidance/AFi_Operational_Guidance_-_Cutoff_Dates__Sept_2023_.pdf
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a) UoCは、選定した年の中の正確な日付としてカットオフ日を特定するものとする（例：2020年12月31日。

2020年12月ではない）。 

b) UoCは、i）カットオフ日以降の森林伐採または転換を特定し、ii）選定した日付に対する適合性を判定

するために使用するデータ製品、ベースマップ、またはモニタリングツールを特定するものとする。こ

れらの情報は公開行動計画（指標5.1.7）に含めるものとする。 

原料や地域が異なれば、異なるカットオフ日を設定してもよいことに留意する。 

 

 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ120 137 

 

 
 

119 

UoC職員の力量要件 

付録10 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ121 137 

 

UoC職員の力量要件 

1. デューデリジェンスおよびリスクアセスメントを実施するのは、有能な者、チーム、または組織に限る。 

デューデリジェンスおよび主要原料生産に関するリスクアセスメントを実施する者は、表7、表8、表9に規定されて

いる必要な能力を総体として有していなければならない。 

デューデリジェンスまたはリスクアセスメントを外部委託する場合（コンサルタントの利用など）、UoCは外部関係

者の能力および適格性に関する証拠を確認し、保持する責任を負う。 

2. 指標1.2.4に従い、UoCの管理者のうち指定された者は、以下の要件の実施および遵守に関する権限を有する123。 

a) デューデリジェンスを実施する要員の力量を示す証拠の評価および承認。証拠記録は保存しなければならな

い。 

b) 審査のリスクスコープ（法的、社会的または環境的リスク）に従い、力量承認のために評価された証拠の記

録を保持する。 

c) 完了したすべての審査報告書の内容の確認および承認により、以下を確実にすること： 

d) それはUoCのデューデリジェンス／審査プロセスに従って実施された。 

e) それには、基準で定義される低リスクを判定するために用いられる事前定義されたリスクファクターお

よび経路への明確な参照が含まれる。 

f) 必要に応じて、デューデリジェンス／審査を受けている施設に対する支援および関与が行われる。 

g) 審査の結果から生じる監視プログラムと措置の実施をフォローアップし管理するための適切な権限がある。

これには、予防、緩和、修復、または供給停止が含まれる。 

h) 主要原料の生産に関するデューデリジェンスまたはリスクアセスメントが原料製造者によって行われる場合

、UoCは以下の条件を満たす限り、自らの審査を行う代わりにこれを証拠として受け入れることができる： 

i) 報告書が資格を持つ者によって行われたかどうかを審査するためにレビューされ、 

j) 審査の結果を正当化するために提供された証拠が受け入れ可能であること。 

 
 

 
123列挙されたタスクは他の有能な個人が完了できるが、効果的な完了を確実にするための責任は指定された管理者が負うこと。 
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表8 

デューデリジェンス（経路2および3）を行うすべての個人の資格と能力。 

経路2のセクター審査または経路3の原料製造者評価を行う個人は、以下の資格と能力を有するものとする。資格/能力は、以下の要件が総合的に満たされている限り、内

部および外部のリソースによって示すことができる。 

 

資格/能力 要件 

1. 教育 a) 個人は少なくとも高校卒業後の学位または同等の資格を有すること

（最低コース期間は2年間）。 

2. 職務経験 a) 個人は、審査対象の関連分野（例：産業プロセス、農業、養殖、漁

業、林業）で3年の経験を有すること。 
b) 個人は、類似分野におけるサプライチェーン・リスクアセスメント

、リスクマネジメント、またはその他のデューデリジェンスアセス

メントの実施経験を有すること。 

3. トレーニング a) 責任を負う個人は、ASCが提供するASC飼料基準の研修モジュールを

修了していなければならない。本研修は、いかなるデューデリジェ

ンス審査を実施する前に修了しなければならない。124 
 
 

 
124研修モジュールが利用可能となる前に審査が実施された飼料工場は、次回の審査までに当該研修を完了しなければならない。他の経路を用いてデューデリジェンスを実施する者および／または原料

の供給元の選定・管理に関与する者にも、ASC「デューデリジェンス」研修モジュールの修了が推奨される。 
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表9 

水産セクターにおける法的・環境リスクに関するデューデリジェンスを実施する個人の資格および能力。 

表8に加えて、水産に関連する（経路2または3による）デューデリジェンスを実施する個人は、以下の資格および能力を備えていなければならない。資格／能力は、以下

の要件が総合的に満たされる限り、内部要員でも外部要員でも示すことができる。 

資格/能力 要件 

1. 教育 a) 当該個人は、水産学、海洋保全生物学、天然資源、環境管理、その他関連分野の大学学位を有すること。 

2. 職務経験 a) 当該個人は、以下の分野での経験を有すること： 
i. 漁業の管理および運用：実務としての漁業マネージャーおよび／または漁業政策アナリストとしての経験

が少なくとも3年あること、または 
ii. 資源評価：査読付き資源評価の作成におけるリーダーとしての経験が少なくとも3年あること、または 
iii. 魚資源の生物学／生態学：漁業生物学および個体群動態における実務経験が少なくとも3年あること、また

は 
iv. 水生生態系への漁業の影響：水生生態系への漁業の影響に関する研究、政策分析、または管理のいずれか

における経験が少なくとも3年あること。 

3. トレーニング a) 関連する漁業評価の訓練（オンラインのMSC漁業審査員トレーニングモジュールなど）を修了していること、ま

たは現在MSCの登録簿に技術コンサルタントまたは準技術コンサルタントとして掲載されていること 
b) 審査対象の漁業に適用される管理システムおよび法令の種類について十分な理解があること。 
c) CITESおよびIUCNについて十分な理解があること 
d) 違法・無規制・無報告漁業を識別する方法について十分な理解があること。 

 

https://www.msc.org/for-business/fisheries/developing-world-and-small-scale-fisheries/fips/technical-consultants
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表10 

社会的リスクに対するデューデリジェンスを実施する個人の資格および能力。 

表8に加えて、経路2または3を通じて社会的リスクのデューデリジェンスを実施する個人は、以下の資格および能力を有するものとする。資格／能力は、以下の要件が総

合的に満たされる限り、内部要員でも外部要員でも示すことができる。 

資格/能力 要件 

1. 教育 a) 当該個人は、社会科学または社会的影響に関連する他の適切な分野の大学または大学院の学位を有すること。 

2. 職務経験 b) 当該個人は、デューデリジェンスまたは社会的リスクの審査を実施した経験を有すること。 
c) 漁業における社会的リスクに特化：当該個人は、漁業または漁業コミュニティにおける社会課題への対応に携わっ

た経験を示すこと。 

3. トレーニング a) 当該個人は、審査対象セクターの所在国における労働および人権に関する法令の知識を有すること。 
b) 強制労働および児童労働の特定方法について十分な理解を示すこと。 
c) 漁業における社会的リスクに特化：当該個人は、漁業の社会的リスクアセスメントに関する訓練、または漁業の社

会制度に関する訓練を受講すること。 
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表11 

飼料工場 内部審査員の資格および能力（規準1.2参照） 

年次計画の内部審査を通じてUoCのASC要件への適合性を評価する内部審査員は、以下の資格および能力を備えるものとする。 

資格/能力 要件 

1. 教育 a) 当該個人は、少なくとも高校卒業後の学位以上を有すること。かつ 
b) 当該個人は、管理システムの基準（ISO 9001など）、適用手順、または審査要件として用いられる他の管理システ

ムの文書に関する一般的知識を有すること。 

かつ 
c) 当該個人は、従業員コミュニティにおける社会的・経済的・文化的関係を理解していること。 

2. 職務経験 a) 個人は、飼料製造／製粉／動物栄養など、認証の範囲に関連する経験を有していなければならない。 

3. トレーニング a) 個人は、ISO 19011の原則に基づく最低16時間（16）の内部審査員トレーニングコースを修了していなければならな

い。研修提供機関は、International Register of Certified Auditors（IRCA）、Exemplar Global、または同等性

が立証可能な機関により認定されていなければならない。かつ 
b) 個人は、ASCが提供するASC飼料基準のトレーニングモジュール（利用可能になり次第）を修了していなければなら

ない。かつ 
c) 個人は、認証機関または社会監査を専門とする専門研修機関が提供する社会要件の審査に関するトレーニングコー

スを修了していなければならない（社会要件を審査する内部審査員にのみ適用）。 

4. 審査経験 a) 個人は、少なくとも3件（3）の管理システム審査を観察していなければならない。 
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表12 

基準1.7を実施する要員のための飼料工場における安全衛生の資格および能力 

飼料工場において従業員の安全衛生に責任を負う要員は、総体として以下の資格を有していなければならない。 

資格/能力 要件 

1. 教育 a) 個人は、従業員数および組織のリスクレベルに応じて要求される最低限の教育に

関する地域規制を満たさなければならない。 
b) 当該国に、従業員数およびリスクレベルに基づく最低学歴に関するローカル規制

がない場合、当該個人は次の教育要件を満たすものとする。 
i. 10～49人の従業員：高校卒業後の学位。 
ii. 50～99人の従業員：高校卒業の学位および労働安全衛生の大学院学位。 
iii. 100人以上の従業員：高校卒業の学位および健康と安全の大学院学位。 

 
2. 職務経験 a) 当該個人は、産業施設における健康と安全システムの管理経験を少なくとも2年間

有すること。 

3. 健康と安全の研修 a) 当該個人は、産業施設における健康と安全システムの管理経験を少なくとも2年間

有すること。 
b) 当該個人は、組織の従業員数およびリスクレベルに応じて必要とされる、特定の

健康と安全の最低研修時間に関するローカル規制を満たすこと。 
c) 当該国に、従業員数およびリスクレベルに基づく特定の健康と安全の最低研修時

間に関するローカル規制がない場合、当該個人は次の研修要件を満たすものとす

る。 
i. 10～49人の従業員：50時間以上。 
ii. 50～99人の従業員：100時間以上。 
iii. 100人以上の従業員：200時間以上。 
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原料承認プロセス 

UoCは、自社の原料サプライチェーンおよびそのリスクに特有のプロセスについて、責任を明確に定義した文書化さ

れた手順を実施しなければならない。手順には、以下の事項を含むものとするが、これらに限定されない。 

1. 水産養殖用飼料に使用する目的でUoCが受領する年間の原料重量（体積）総量のうち、1％超を占めるすべての原

料について、サプライチェーン・マッピングを最新の状態に維持するためのプロセス。 

2. すべての原料のトレーサビリティ（追跡可能性）に関する記録・情報を保持・管理するためのプロセス。 

3. 決定に用いるプロセス： 

a. 原料製造者および主要原料の生産のリスクレベルと 

b. 各リスクファクターごとに選択された経路。 

4. 合法的な森林伐採／森林転換リスクレベルに関して、植物由来の主要原料のリスク水準を決定するために用いる

プロセスおよび経路。 

5. 受け入れ原料の承認状況および区分（適格原料、非適格原料、水産養殖用飼料以外の原料、非許可原料）を検証

するための手順である。 

6. 丸魚由来海産原料の持続可能性区分を決定するプロセス。 

7. 関連する原料の調達先を、指標2.2.8および2.2.9の要求に従い承認された原料製造者に限定するためのプロセス

である。 

8. 分別生産モデルが運用され、ASC製品と非ASC製品が生産される場所において、適格原料と非適格原料の間のすり

替えまたは管理されていない混合のリスクを審査し、低減するためのプロセスである。 

 
 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ129 137 

 

 

128 

非適合製品 

付録12 



Aquaculture Stewardship Council  

文書名 ASC飼料基準 文書ID ASC-STD-002-JP バージョン 1.2 ページ130 137 

 

非適合製品 

UoCは、ASCの非適合製品を管理するための文書化された手順を有し、次の要件を含む。 

1. 潜在的な非適合製品を特定し報告するための従業員の認識と体制。 

2. サイト内に残っている非適合製品の安全な保管および明確な識別（物理ラベルおよび/またはITシステムによる

）。 

3. 課題に応じた製品の取扱いに関する意思決定の責任区分（例：マスバランス生産モデル製品への格下げ、ASC非

適合ステータスへの格下げ、非水産飼料生産での使用、供給者への返品）。 

4. 非適合製品を検出した場合、UoCは次を実施する。 

a. 関係する非適合製品を分別生産モデル製品として、また該当する場合はマスバランス生産モデル製品として

、販売または出荷する行為を直ちに停止する 

b. サイト内に残っている関係する原料または製品を審査し、必要な措置を講じる 

c. 必要な措置が完了するまで、関係する原料の以後の納入を隔離保管とする 

d. 相当と判断される場合は、影響製品を回収する。 

5. UoCは非適合製品を識別し、該当する場合は非適合製品の格下げを行い（例：ASCからASC非適合ステータスの製

品、分別生産モデルからマスバランス生産モデル製品、適格原料から非適格原料）、販売その他の活動に先立ち

、そのとおりに再ラベリングまたは再識別を行う。 

6. UoCは、非適合製品を検出してから2日以内に審査機関に通知し、当該非適合製品に関与するロット／バッチおよ

び状況を解決するために講じた措置を審査機関に知らせなければならない 

7. UoCは、不適合の検出から2日以内に、非適合なASC製品を受領したことが確認された顧客すべてに通知し、当該

製品に関連する主張文への潜在的な影響を顧客に知らせなければならない。 

8. UoCは、製品が非適合である理由を特定し、必要に応じて再発防止策を実施しなければならない。 

9. 決定および講じた措置の記録を保持し、該当する場合は原料アカウンティングシステムをそれに応じて更新しな

ければならない。 
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原料アカウンティングシステム（IAS） 

マスバランス生産モデルを使用するUoCは、次の要件を満たす原料アカウンティングシステム125を運用しなければな

らない。 

1. 訓練を受け権限付与された者によって運用されること。 

2. データの故意または偶発的な改ざんから保護されていること。 

3. 継続的に更新されること。 

a. 受領時に、IASへの登録前に、UoCは当該原料が水産養殖用飼料用途か非水産養殖用飼料用途かを判定しなけ

ればならない。水産養殖用飼料に使用される予定の数量のみをIASに登録するものとする 

b. 受領時、かつ原料アカウンティングシステム（IAS）に入力する前に、UoCは原料が適格かどうかを判定しな

ければならない。原料アカウンティングシステムに入力できるのは適格量のみである 

c. 例外的に、原料アカウンティングシステムに入力された適格量が後に（水産養殖用飼料ではなく）畜産など

の用途に再割当てされた場合、この量は直ちに原料アカウンティングシステムから控除しなければならない 

d. 例外的に、以前は非適格として分類されていた原料が遡及的に適格と判定された場合、その量は適格として

原料アカウンティングシステムに入力する。ただし、その適格性を示す証拠が入手可能であり、かつ会計期

間内に受領されていた場合に限る 

e. 出荷時、マスバランス生産モデルの下で生産されたASC製品の量は、原料アカウンティングシステムから控

除する。 

4. 各ブレンド/バッチごとに、受領から最終製品の出荷までの重量/体積の変化（歩留まり）を、kgおよび%で記録

する。 

5. さらに、UoCがマスバランス生産モデルと分別生産モデルの両方で製品を生産している場合、原料アカウンティ

ングシステムは出荷製品を控除し、当該製品がマスバランス生産モデルまたは分別生産モデルのどちらの下で出

荷されたかを示す。 

共有原料アカウンティングシステム（IAS） 

1. 共有IASを使用する場合、参加する各生産サイトは次のすべての条件を満たさなければならない。 

a. UoCが所有し運営していること。 

b. ASC飼料基準の下で、個別に、またはマルチサイトとして認証されていること。 

c. 同一の審査機関により認証されていること。 

d. 同一国内に所在すること。 

e. 共有IASに（名称、所在地）として記載されていること。 

f. 付録11に記載の原料承認プロセスを共有するか、同一のものを使用すること。 

g. 共有IASに適格量を入力し、差し引く権限を有すること。 

h. 共有IASに参加する任意のサイトの共有IASに対して指摘された不適合が、共有IASに関与するすべてのサイ

トの適格量に影響を及ぼし得ることを、書面で確認すること。126 

2. 共有IASにおいて、すべての参加サイトで生産されたASC製品の生産量の合計は、会計期間内にすべての参加サイ

トが受け取った適格量の合計を超えてはならない。 

 
125分別生産モデルのみを使用している場合、適格量が物理的製品に紐づくため、原料アカウンティングシステムは不要である。 

126これは、UoC自身の内部審査またはASC飼料基準の審査によって指摘された不適合であり得る。 
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3. 上記の原料会計システムに記載の要件に加えて、共有IASのすべての要件を適用すること。 

 
 
 

132 
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マスバランス生産モデルと分別生産モデル 

付録14 
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マスバランス生産モデルと分別生産モデル 

 
マスバランス会計期間のバランシング。 

1. UoCは、定義された会計期間中に出荷されたすべてのマスバランス生産モデルの製品について、マスバラン

スのサマリーを作成すること。 
2. 会計残高のサマリーは、各会計期間の終了時に年次で実施すること。 
3. 会計残高のサマリーには、以下を含めること。 

a) 前会計期間からキャリーオーバー（残留混入）された適格量（MT） 
b) 会計期間内に受け取った適格量（MT 
c) 会計期間内に販売した（ASC製品の）適格量（MT）および 
d) 次の会計期間にキャリーオーバー（残留混入）する適格量（MT単位）（該当する場合）。 

4. 適格量の利用可能数量がIASへの入力日から24か月以内に使用されない場合、その数量は失効し、IASから控

除される。 
 
マスバランス 
会計期間：1月から12月 

1. 初回審査においては、当該暦年の1月以降、適格量をIASに追加できる。ただし、この数量は初回審査中に正

確であることの検証を受けなければならない。正確と検証された後は、ASC製品の適格量は初回認証日以降

、IASから控除することができる。 
2. 会計期間内にIASに入力された適格量（該当する場合は前会計期間からの適格なキャリーオーバー（残留混

入）を含む）を超えて、ASC製品の出荷数量として出荷してはならない。 
3. UoCは、IASを通じて全体数量を監視し、会計期間の期末までに数量を均衡させる限り、会計期間中に数量の

引き出し超過を行ってもよい。127 
4. 会計期間の期末に未使用の適格量は、翌12か月の会計期間にキャリーオーバー（残留混入）し、IASに記録

してもよい。 
5. 会計期間内にIASに記録された適格量（前会計期間からのキャリーオーバー（残留混入）を含む）のみが、

当該会計期間内に販売された生産量に割り当てられるものとする。 
飼料工場は、ASCに適合するとして販売されるすべての飼料の配合を賄うために必要な、カテゴリー1植物性原料（

大豆およびパーム油）の最小の適格量を調達しなければならない。 
 
分別生産モデル 

1. 分別生産モデルでは、UoCは、UoCの管理下にあるすべての工程を通じて適格原料の物理的識別、トレーサビ

リティ（追跡可能性）および分別を維持するため、文書化されたトレーサビリティ（追跡可能性）手順を実

施しなければならない。 
2. 少なくとも、手順は以下を満たすものとする。 

a) 識別、分別、トレーサビリティ（追跡可能性）システムの明確な記述を含めること。 
b) 必要な関連記録を定義する 
c) 既に講じられている統制を定義する 

i. 適格原料が非適格原料および水産養殖用飼料以外の原料（例：家畜）と混合されるの

を防止する 
ii. 分別生産モデルで生産された製品が、マスバランス生産モデルで生産された製品およ

びASC非認証製品と混合されるのを防止する。 
d) 再加工または再作業が行われる場合、分別およびトレーサビリティ（追跡可能性）を維持しなければな

らない。 

 
127すなわち、会計期間（1月〜12月）の範囲内では、IASにおける適格量の受入量と出荷量を均衡させる必要はない。ただし、会計期間の

期末までにはIASを均衡させなければならない。 
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3. UoCは、分別生産モデルの下で生産される製品の範囲に適用される自らの分別およびトレーサビリティ（追

跡可能性）システムの検証テストを実施しなければならない。 
4. 試験は、以下を検証するものとする： 

a) 適格原料のトレーサビリティは、原料製造者から直近の顧客に出荷された最終製品まで（前方トレース

のトレースチェックなど）によって特定でき、 
b) トレーサビリティは、分別生産モデルの下で生産された製品について、完成品から、その製品の製造に

使用された各適格原料の原料製造者まで遡って確定できる（例えば、後方トレースチェックなど）。 
c) 分別は維持可能である。 

5. トレーサビリティテストの結果は4時間以内に得られるべきである。 
6. 試験は、あらかじめ定めた頻度で実施するものとし、最低でも年1回とし、試験間隔は12か月を超えてはな

らない。 
7. トレーサビリティテストの結果は、内部審査および審査機関による審査のために保持しなければならない。 
8. トレーサビリティ（追跡可能性）システムの本内部検証テストで特定された不適合は、文書化し、以下の事

項を含むものとする。 
a) 是正措置計画 
b) 完了までの所要期間 
c) 実施された是正措置計画の有効性検証責任の割り当て 
d) 不適合の是正完了。 
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